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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、最近５連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資損失については、第13期まで持分法を適用すべき重要な関連会社が存在しないため、記載

しておりません。 

４．第13期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月

売上高 (千円) 1,613,000 2,122,467 1,609,873 404,352 593,102

経常損益(△は損失) (千円) 76,433 190,317 △ 460,813 △ 1,298,989 △  566,022

当期純損益(△は損失) (千円) 44,120 90,060 △ 523,731 △ 1,837,962 △  447,516

持分法を適用した場合
の投資損失 

(千円) － － － △  5,941 △   9,631

資本金 (千円) 997,800 997,800 1,265,175 1,820,148 2,076,398

発行済株式総数 (株) 6,804 6,804 30,506 35,211 39,712.2

純資産額 (千円) 1,269,208 1,359,168 1,576,585 845,020 909,276

総資産額 (千円) 2,011,568 2,497,848 3,739,133 2,587,436 1,700,136

１株当たり純資産額 (円) 186,538.58 199,760.26 51,681.17 23,998.77 22,899.65

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配
当額） 

(円) 
－ 
(－) 

－
(－) 

－
(－)

－ 
(－) 

－
(－) 

１株当たり当期純損益
金額(△は損失) 

(円) 6,484.55 13,236.37 △ 17,615.69 △ 59,643.14 △ 11,773.35

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 63.1 54.4 42.2 32.7 53.5

自己資本利益率 (％) 3.5 6.6 △   35.7 △  151.8 △   51.0

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) － － － － －

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

(千円) △ 501,167 131,161 △ 698,208 △ 591,926 5,034

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

(千円) △ 554,114 △ 429,427 △ 675,915 △ 141,526 △  121,950

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

(千円) 257,070 61,750 1,553,021 988,828 △  175,045

現金及び現金同等物の
期末残高 

(千円) 453,098 216,560 395,343 650,712 359,194

従業員数 
(外、平均臨時雇用者
数) 

(人) 
41 
( 9) 

60
(11) 

84
(13)

71 
(17) 

52
(18)



当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．第13期、第14期及び第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

第11期及び第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストックオプション制度導入に伴う新株引受権

残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記

載しておりません。 

６．第11期及び第12期の当社の株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、株価収益率は記載しておりません。 

  第13期、第14期及び第15期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

７．従業員数は就業人員数を表示しております。 

８．平成14年10月25日付で株式１株につき４株の株式分割を行っております。当該株式分割が、第11期の期首（平成12年10

月１日）に行われたものと仮定した場合１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額は以下のとおりとなっております。 

なお、第11期の当該数値については、新日本監査法人の監査を受けておりません。 

  

  

  

回次 第11期 第12期

決算年月 平成13年９月 平成14年９月

１株当たり純資産額 (円) 46,634.65 49,940.06  

１株当たり当期純利益
金額 

(円) 1,621.14 3,309.09  

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

(円) － －  



２【沿革】 

当社の前身は、昭和60年７月に飯島朝雄が東京都北区に創業したプリント配線板製造技術のコンサルティングおよび製造設備

の代理店販売の飯島事務所であります。その後、昭和62年に有限会社ノースエンジニアリング（東京都北区）を設立しておりま

した。 

  

  

平成２年11月 プリント配線板製造技術に関するコンサルタント業務を主たる目的に、東京都北区に資本

金10百万円をもって、株式会社ノースサーキットを設立。 

平成２年12月 株式会社ノースへ社名変更。 

平成８年３月 UFPL の開発に成功。 

平成８年10月 本社を東京都豊島区に移転。 

平成９年６月 UFPL 製造販売ライセンスをソニー株式会社より取得。 

平成10年７月 米国 Tessera Technologies Inc.（テセラ社）より TCMT（Tessera Compliant Mounting 

Tape)ライセンス取得。 

平成11年３月 埼玉県上尾市に開発センター開設。 

平成12年４月 有限会社ノースビジネス（東京都板橋区）の全出資持分を取得し、子会社化。 

平成12年６月 NMBI の開発に成功、営業活動を開始。 

平成12年７月 有限会社ノースビジネスを吸収合併。 

  福島県いわき市にテクノセンター開設。 

平成12年12月 本社を現在地（東京都豊島区）に移転。 

平成13年７月 アメリカ合衆国カリフォルニア州キャンベル市にシリコンバレー事務所開設。（平成15年

４月閉鎖） 

平成13年９月 Bronica Limited 及び丸紅株式会社と共同で合弁会社 NMBG（H.K.）Limited を設立。 

平成14年４月 開発センターを横浜市保土ヶ谷区に移転。 

平成14年12月 東京証券取引所マザーズに上場。 

平成15年３月 米国において NMBI の特許権を取得。 

平成15年５月 台湾において NMBI および NMTI の特許権を取得。 

平成15年７月 NMSS の開発に成功。 

平成15年11月 NMSR の開発に成功。 

  日本において NMTI の特許権を取得。 

平成16年２月 台湾において NMSI の特許権を取得。 

平成16年３月 国際品質マネジメントシステム「ISO9001:2000」取得。 

平成16年８月 米国において NMTI の特許権を取得。 

平成17年６月 韓国において NMBI の特許権を取得。 

  平成17年11月 東京証券取引所マザーズ上場廃止。 



３【事業の内容】 

当社は、プリント配線板製造技術や半導体実装技術の向上に資する新しい技術の開発、技術移転、技術移転先からのランニン

グロイヤリティ収入、設備の販売、材料、部材の製造販売、コンサルティングを主な事業内容としております。 

(1) インタポーザ 

半導体は通常チップだけでは使われずリードフレーム等と一体化したパッケージの形にされ使用されます。半導体パッケー

ジにはインタポーザという部品も含まれており、これは半導体チップとそれを実装するプリント配線板の介在をなすものであ

ります。従来迄は微細な回路を必要としなかった為、インタポーザは知名度が低く、リードフレームと呼ばれる金属板がイン

タポーザと同様な役割を果たしておりました。当社では平成６年以降、ソニー株式会社との共同開発によって“ UFPL（Ultra 

Fine Pitch Leadframe）”というインタポーザを事業化し、その製造、販売を行って参りました。また、平成11年には当社

は、今まで不可能とされてきた大気中での銅と銅との接合を実現し、エッチング技術を利用した当社独自の新しいプロセスを

開発することができました。その結果、半導体チップを３次元実装する SiP（System in Package）を始めとする高性能な両面

配線テープインタポーザや多層配線用薄型内層板の製造、試作品の提供を行っております。 

  

ａ）インタポーザとリードフレームについて 

半導体 LSI とマザーボードの回路の規模（細かさ）は、10倍違う技術で形成されている為、そのままでは両者の電気的接

点となる端子を接続する事が困難となり、一般的にはその中間となる規模の干渉的な役割を果たす回路部品としてインタ

ポーザを用います。インタポーザの基本的な構造は、マザーボードに用いられるプリント配線板と同様でありますが、より

微細な回路を形成しなければ半導体 LSI との干渉の役割を果たせない為、マザーボードに用いられる技術より、高度な製造

技術を用いております。従来までは微細な回路を必要としなかった為、インタポーザは知名度が低く、リードフレームと呼

ばれる金属板がインタポーザと同様な干渉の役割を果たしておりました。現在でも微細な回路が必要ない場合は、リードフ

レームが用いられます。 

 

  



ｂ）半導体パッケージの構造 

一つ一つの半導体 LSI を機能毎に一つのインタポーザに一体化させて半導体パッケージを部品化する事が数年前迄は一般

的でありましたが、昨今の電子機器、特に携帯電話等の携帯端末の小型化、高性能化への急速な変貌に際し、半導体 LSI 自

体の多機能化対応も躍進し、システム LSI が製品化されましたが、複雑な工法の為不良率の低減が困難となり高コスト化

し、更にサイズの拡大の弊害が表面化し、半導体 LSI だけでは商品としての総括的な解決が困難であると認識がなされ、今

日では従来の低コストで製造できる半導体 LSI を用いた複数個の半導体パッケージを同一面積内で積み重ねる事により、コ

ストとサイズの解決が見出され始めています。この半導体パッケージを積み重ねた構造を３次元実装パッケージ又はシステ

ムインパッケージと呼びます。 

  

 

  

(2) バンプインターコネクション 

プリント配線板には、多層配線板という種類のものがあります。これはプリント配線板の中に多層的な回線を描くことに

よって小さな面積で複雑な回路を実現するものであり、高密度実装を実現するために不可欠なものであります。多層配線板と

は基本的には単層配線板を重ねたものであり、単層配線板同士を電気的に接合しているものであります。当社では実際に銅箔

の上に銅バンプを付けたものを製造し、それを単層同士の間に介して電気的に接合する工法を利用しております。当社ではこ

のプリント配線板の多層化配線板を実現させる銅バンプ付銅箔を NMBI (Neo Manhattan Bump Interconnection)と呼んでお

り、プリント配線板メーカーへの技術移転、技術移転に伴う設備・材料の販売を主たる業務としております。 

  

ａ）バンプインターコネクション事業の特徴について 

同事業は、平成17年９月期において、売上高の99.8％を占める主力事業となっており、当社は、当面、同事業を中心に事

業展開を図っていく考えであります。これは主に当社の特殊技術に大きく依存したものであります。当社の特殊技術とは、

大気中で銅と銅との接合ができることによって多層配線板の新しい工程を生み出し、更にそれに必要とされる銅バンプ付銅

箔を製造できる技術を開発したことにあります。これは①従来工法で不可欠とされる絶縁層の孔あけ及び積層後のスルー

ホールめっき工程が不要、②従来工法で不可欠とされるレーザ加工装置、めっき装置への高額投資が不要、③従来工法と異

なり接合部が全て銅であり、安定した導通と接合強度が確保可能等の特徴があります。この NMBI は従来製品と比べ薄型・

微細化が可能なため、多層フレキシブル配線板への応用、液晶デバイスの周辺実装用フレキシブル配線板としての高品質・

低コスト品の提供を可能とします。今後半導体パッケージ基板の薄型・微細化が進んでいく中で、従来工法と比べても製法

上作りやすく有利な工法であります。 

  



ｂ）同事業の現状及び当面の事業展開の方針は以下のとおりです。 

① 当社は、最終製品を供給するセットメーカー（民生エレクトロニクスメーカーや携帯電話メーカー等）に対してマーケ

ティング活動を行い、採用が決定されると、セットメーカーに部品を納入している電子基板メーカー等と技術移転契約を

締結します。これに伴い当社は技術ノウハウ資料の開示を行う対価として、イニシャルフィを収受します。 

  

② 当社は技術移転先に対し、技術者を派遣して技術移転・設備導入に伴うコンサルティングを行うことによって、NMBI 生

産のための量産設備の販売を行います。 

  

③ 技術移転先の量産体制が整った後、当社は技術移転先に対し NMBI 製造のための材料を販売します。この材料とは原材

料メーカーである東洋鋼鈑株式会社及び日本電解株式会社が一元的に生産を行っている銅箔材であり、当社の NMBI の主

原材料として使用される当社独自仕様の材料であります。 

  

④ 当社は、技術移転先がセットメーカーに対し NMBI を利用した配線板に係る販売高の一定率のライセンスフィを徴収し

ます。なお、この場合、当社は大日本印刷株式会社（旧ディー・ティー・サーキットテクノロジー株式会社（第２ 事業

の状況５ 経営上の重要な契約等 (1)参照））との契約により、技術移転先から収受したロイヤリティを分配します。 

  

ｃ）プリント配線板の構造 

 搭載した部品どうしの間を電気信号が伝搬する為の回路を形成する際、プリント配線板としての製品サイズが商品の筐体

に収まる大きさで設計・取り決めされますが、決められた面積内に回路が全て描けない事があり、その際、回路を多層化

し、同じ面積でもより多くの回路を描く構造に拡張する事が一般的であり、これによって２層の回路を有するプリント配線

板を両面配線板、３層以上の回路を有するプリント配線板を多層配線板と呼びます。 

  

 

  



ｄ）プリント配線板製造業者による従来工法とＮＭＢＩ工法の比較（両面配線板） 

 



ｅ）プリント配線板製造業者による従来工法とＮＭＢＩ工法の比較（多層配線板） 

 

(3) その他 

 当社は、メーカーに次世代技術に関連した様々な技術的提案を行なっております。その際、無償・有償の試作を行なってお



り、その製造・販売を主な内容としております。 

  

(4) 事業の系統図 

ａ）インタポーザ 

  

 

  

ｂ）バンプインターコネクション 

  

 



４【関係会社の状況】 

（持分法適用関連会社） 

  

５【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(注) １．従業員数は就業人員（社員）であり、臨時雇用者数（期間に定めのある嘱託、パートタイマー、派遣社員）は、年間の

平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が前期末に比し19名減少しましたのは、自然退職の補充抑制のための人員減によるものであります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  

  

  

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の所有
または被所有
割合（％） 

関係内容 

NMBG(H.K.)Limited 中国香港 HK$107,289,002
銅バンプ付銅箔
「NMBI」の中国で
の製造及び販売。 

15.0

当社との技術移転契約
に基づき、NMBI の製
造及び販売の委託。 
役員の兼任あり。 

    平成17年９月30日現在

従業員数（名） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（千円） 

52名（18名） 35歳3カ月 4年4カ月 4,833 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、閉塞状況を脱却しつつあり、好調な企業収益を背景として旺盛な設備投資の意欲に支

えられ堅調に推移しました。また、雇用情勢・所得環境の改善により個人消費も底堅く推移しております。しかしながら、

原油価格の高騰等といった世界経済における不安定な要素があり電子部品なども一部好転は見られるものの、上半期の在庫

調整の動きもあり予断を許さない状況であります。 

当社を取り巻くプリント配線板を中心とした電子機器市場では、デジタルカメラの普及機が一巡して減少傾向を見せ、３

Ｇ機種への買い替え需要が期待される携帯電話も十分な伸びがないなど弱い動きがある一方、液晶テレビやカーナビなどは

好調に推移いたしました。プリント配線板市場は、原油高による材料費上昇の影響もあり多層板やフレキシブル配線板は価

格面で対応できず、コストメリットの大きい両面板が多層板やフレキシブル配線板市場を取り込み大きく伸びました。中長

期的には薄型軽量化や高性能化ニーズに支えられて多層板やフレキシブル配線板も市場を拡大していくものと見られます。 

このような状況のもと、当社は収益の中心である技術移転契約締結に注力して活動し、５月に米国のTessera 

Technologies, Inc.（テセラテクノロジーズ社）の100％出資子会社である Socketstrate, Inc.（ソケットストレート社）

との間で技術移転ライセンス契約及び特許権譲渡契約を締結しました。この契約にはプリント配線板ライセンス契約ではサ

ブライセンスが付くなど、業務提携拡大に向けた内容が含まれており、テセラテクノロジーズ社が事業拡大のために新たに

この度ソケットストレート社を設立しての契約であります。今後、ソケットストレート社は、インタポーザに関する事業を

当社と共同して行ない、当社は、事業領域を拡大・推進する重要なパートナーとしてソケットストレート社と活動を共にし

てまいります。従いまして、当該技術移転契約には従来の技術移転契約とは違った重要な意味を持っており、ソケットスト

レート社側からのユーザー紹介・営業支援などの事業展開に留まらず、当社のネオ・マンハッタンテクノロジーとテセラテ

クノロジーズ社のテクノロジーの融合によって高性能小型化を実現する新たな技術の一層の発展が期待される戦略的な契約

になっております。これにより、テセラテクノロジーズ社と共に半導体実装からプリント配線板にいたる小型化高性能化の

ためのトータルソリューションを提供する事業を展開してまいります。 

また、もう一つの課題でありましたライセンシーによる量産開始につきましても、当社の生産施設であるテクノセンター

において中間部材を５月より生産開始し、ライセンシーの立上支援として中間部材を供給したことにより、ソニーケミカル

株式会社が今秋モデルの携帯電話用の COF（チップ・オン・フィルム）基板の生産を６月から開始しております。これは、

NMBI フレキシブル配線板世界初の製品化で、従来のスルーホール工法による基板と比較して40％の基板面積の縮減を可能に

するなど、業界最先端のフレキシブル配線板ですが、今後、NMBI を前提とした専用設計によれば一層威力を発揮し、コスト

メリットと共にさらなる小型・薄型・軽量化を実現していくものであります。 

このように長い間の努力の芽もようやく出はじめ、事業は新たなステージに入ったと考えております。新しい提案も協力

企業から複数いただいており、当社の技術の特徴を生かした新たなアプリケーションの生産も計画されています。ライセン

ス契約の締結時期によって売上が大きく変動する現在の売上構成を変えて、安定的に収益を上げるよう取り組んでおり、そ

の道筋も見えてきたところであります。 

しかし、まさにこのような時でありましたが、前年度において締結した台湾のAFlextech Inc.（エイ・フレックステック

社）との技術移転契約を８月15日を以て合意解除することとしましたが、当該契約には取締役会の承認を得ないまま取り交

わされていた代表取締役社長飯島朝雄個人の貸付の覚書が存在しておりました。当該覚書は技術移転契約と一体とみなさ

れ、当該技術移転契約は「債務的条項」の付された契約であることから、平成16年３月に計上した売上を取り消すべきとの

会計監査人の指摘を受け、当社は当該取引を発生時に遡及して訂正し、経理処理を取り消すことを９月21日開催の臨時取締

役会で決定いたしました。当社は９月22日に、この事実を東京証券取引所において公表し、当社株式は監理ポストに割当て

られました。その後、当社は株主総会未承認であるものの前事業年度の決算を訂正し、10月７日に訂正決算短信を発表し、

10月11日には関連する訂正報告書を関東財務局長に提出いたしました。訂正報告書に添付された監査報告書には、訂正前の

財務諸表については不適正意見、訂正後の財務諸表については意見を表明しない旨の記載がなされておりました。当社は、

上場廃止を回避すべく努力いたしましたが、結果として、10月15日に整理ポストへの割当てと11月15日での上場廃止となり

ました。 

当事業年度における業績は、開発試作に加え、技術移転契約を１社と締結、経費につきましては退職者の補充を抑制し人

件費削減を図りました。また、特別利益として、特許権等の譲渡による145百万円及び台湾エイ・フレックステック社との技

術移転契約の合意解除に伴う経営責任を明確にする為代表取締役社長飯島朝雄からなされた同社への返金額と同額の無償贈

与である契約解除損失補填金48百万円を計上しています。その結果、売上高593百万円（前年同期比46.7％増）、経常損失

566百万円（前年同期は経常損失1,298百万円）、当期純損失447百万円（前年同期は当期純損失1,837百万円）となりまし

た。 

  

品目別の業績は、次のとおりであります。 



≪インタポーザ≫ 

当社独自の NMTI・NMBI を応用したインタポーザは開発途上にあるため、製品の販売に至りませんでした。結果、装

置部品のみの販売となり、当事業年度の売上高は１百万円（前期比7.9％減）となりました。 

  

≪バンプインターコネクション≫ 

NMBI 事業は技術移転に伴うイニシャルライセンスフィ、設備販売、材料販売、製品販売およびランニングロイヤリ

ティ収入で構成されております。現在はイニシャルライセンスフィがほとんどを占め、１件当りの契約金額が大きいこ

とから、技術移転契約の締結時期に当事業の売上高が左右される構造になっております。 

当事業年度におきましては、サブライセンス付きの技術移転契約によるライセンスフィ450百万円を含む売上高591百

万円（前年同期比46.8％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前事業年度末に比べ291百万円減少し、359

百万円となりました。 

また当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は５百万円（前年同期は591百万円の使用）となりました。これは、税引

前当期純損失446百万円の計上、仕入債務の減少63百万円及び売上債権の減少331百万円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は121百万円（前年同期比19百万円減少）となりました。これは主に本社

オフィス移転による敷金の返還収入26百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出108百万円、無形固定資産の取

得による支出１百万円、関係会社株式の取得による支出23百万円があったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において財務活動の使用した資金は175百万円（前年同期は988百万円の獲得）となりました。 

これは、短期借入金による資金調達100百万円、第三者割当増資等による資金調達493百万円があったものの、短期借入金返

済205百万円、長期借入金返済363百万円、社債の償還200百万円等を行なったことによるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

（注）１．金額は販売価格によっております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．品目別の内訳は以下のとおりであります。 

  

(注）１．金額は販売価格によっております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．インタポーザ及びその他の品目については、受注から販売までの期間が短いため、記載を省略しております。 

(1) 生産実績   （単位：千円）

期  別 
  
品 目 別 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 前年同期比（％） 

バンプインターコネクション 55,423 179.1 

その他 - - 

合計 55,423 179.1 

(2) 仕入実績   （単位：千円）

期  別 
  
品 目 別 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 前年同期比（％） 

インタポーザ 799 101.4 

バンプインターコネクション 6,655 2.2 

その他 64 - 

合計 7,519 2.5 

     第15期       

  インタポーザ       

   部品、設備仕入 799千円     

  バンプインターコネクション       

  技術移転 -千円     

  原材料加工 15千円     

  材料仕入 4,205千円     

  設備仕入 2,433千円     

  その他 64千円     

(3) 受注状況   （単位：千円）

期  別 
  
  
  
品 目 別 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

受注高 前年同期比（％） 受注残高 前年同期比（％）

バンプインターコネクション 580,235 164.7 13,241 53.3 



(注) １．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．品目別の内訳は以下のとおりであります。 

３．最近２事業年度の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。 

（ ）内は総販売実績に対する輸出高の割合であります。 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

(4) 販売実績   （単位：千円）

期  別 
  
品 目 別 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 前年同期比（％） 

インタポーザ 1,179 92.1 

バンプインターコネクション 591,814 146.8 

その他 108 - 

合計 593,102 146.7 

     第15期       

  インタポーザ       

   部品、設備販売 1,179千円     

  バンプインターコネクション       

  技術移転 450,000千円     

  材料販売 10,184千円     

  設備販売 2,983千円     

  製品、設計、マスク販売 127,341千円     

  その他 1,304千円     

  その他 108千円     

    （単位：千円）

輸出先 
第14期 第15期 

金額 割合（％） 金額 割合（％） 

アジア 286,927 92.2 15,255 2.8 

 北アメリカ 20,020 6.4 531,293 97.2 

 ヨーロッパ 4,300 1.4 - - 

合計 
311,247
(77.0％) 

100.0
546,549
(92.2％) 

100.0 

    （単位：千円）

相手先 
第14期 第15期 

金額 割合（％） 金額 割合（％） 

Socketstrate, Inc. - - 480,003 80.9 

ソニーケミカル株式会社 83,016 20.5 35,435 6.0 

Unimicron Technology 
Corp. 

121,790 30.1 2,543 0.4 

LG.Electronics Inc. 148,297 36.7 1,911 0.3 



３【対処すべき課題】 

当社では、健全な会社経営を目指すため、黒字体質への早期転換と財務体質の改善を目指し、以下の課題に取り組んでまい

ります。 

① コンプライアンス体制の確立 

当社の売上の大半を占め、１件当たりの金額も大きく、当社の業績を大きく左右する技術移転契約については、締結プ

ロセスを見直し、新たに契約審査委員会を設置します。コンプライアンス体制を強化することで、ステークホルダーより

信頼を得て、企業価値を高めてまいります。 

② 技術営業力の強化 

エンドユーザーとの関係を強化することにより、潜在的なニーズを的確に汲み取り、問題点を共有し、適切な解決策を

提案できることが重要となります。このため、社内組織のさらなる連携強化により、エンドユーザーに対する提案力の向

上に努めてまいります。さらに、当社における NM シリーズの中間材生産技術を確立し、試作及び量産協力等を含め、既

技術移転先の NMBI 技術による製品化のサポートを強力に推進します。 

③ 製造技術力の強化、量産体制の確立 

顧客が満足するコスト、品質、納期を追求し、より一層の製造プロセス改善に努めてまいります。また、NMBI 中間材

の生産の他、新しいアプリケーションの開拓と量産体制を充実させると同時に、NMBG 社の中国工場を活用しコストを下

げていく予定であります。 

④ 資金調達について 

当社は、独自技術の研究開発体制のさらなる充実と、量産開始に備えた製造設備及び人員の確保のために、一定の運転

資金と相応の設備投資資金が必要となることを想定しており、資金調達手段の検討を進めております。 

⑤ 研究開発体制の強化 

当社は、研究開発型企業として基本から固め直し、市場のニーズに直結した開発、アプリケーション自体の設計・開発

への積極的な関わりを通じて、当社技術の具体化を推し進めてまいります。研究開発は当社の柱であり、顧客と直結し、

即ビジネスに展開が可能なアプリケーションの共同開発を強化する方針であります。 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす畏れのある

事項には、以下のようなものがあります。 

  

(1) 当社の事業内容について 

① 事業の概要 

来たるユビキタス時代へむけ当社は、ますます加速する携帯電話や PDA、デジタルカメラ等の薄型・軽量化といった市場の

要求にこたえるべく、大気中での銅と銅の接合技術と銅箔上に銅バンプを形成する技術による新しい製造プロセスを基に、プ

リント配線板、半導体パッケージ業界等における半導体実装技術の向上に資する特許技術(※)をもって、様々な製品の開発、

販売、技術提供を行っております。直近２事業年度の品目別の販売実績は以下のとおりです。 

(※)特許技術：NMBI(銅バンプと大気中銅銅接合技術) 

米国と台湾で取得済み、日本国内は出願中。 

  

Ａ．インタポーザ 

携帯機器の軽薄短小化を実現するために半導体チップを３次元実装する SiP（System in Package）用のインタポーザとし

て極薄の多層配線基板技術が要求されています。当社では、独自に開発した銅箔上に銅バンプを形成する技術と銅バンプと

銅配線を接合し層間接続する新しい製造プロセスを用いることにより顧客の要求する低コストで高性能のインタポーザの開

発を行っております。 

  

Ｂ．バンプインターコネクション 

プリント配線板には、多層配線板という種類のものがあります。これはプリント配線板の中に多層的な回線を描くことに

よって小さな面積で複雑な回路を実現するものであり、高密度実装を実現するために不可欠なものであります。基本的には

単層配線板を重ねたものであり、単層配線板同士を電気的に接合しているものであります。当社では実際に銅箔の上に銅バ

ンプを付けたものを製造し、それを配線板同士の間に介して電気的に接合する工法を利用しております。当社ではこのプリ

ント配線板の多層化を実現させる銅バンプ付銅箔をバンプインターコネクション（以下 NMBI ）と呼んでおり、プリント配

線板メーカーへの技術移転、技術移転に伴う設備・材料の販売を主たる業務としております。 

  

② NMBI 事業について 

同事業は、平成17年９月期において、売上高の99.8％を占める主力事業となっており、当社は、当面、同事業を中心に事業

展開を図っていく考えであります。これは主に当社の特殊技術に大きく依存したものであります。当社の特殊技術とは、大気

中で銅と銅との接合ができることによって多層配線板の新しい工程を生み出し、さらにそれに必要とされる銅バンプ付銅箔を

製造できる技術を開発したことにあります。これは①従来工法で不可欠とされる絶縁層の孔あけ及び積層後のスルーホール

めっき工程が不要、②従来工法で不可欠とされるレーザ加工装置、めっき装置への高額投資が不要、③従来工法と異なり接合

部が全て金属であり、安定した導通と接合強度が確保可能等の特徴があります。この NMBI は従来製品と比べ薄型・微細化が

可能なため、多層フレキシブル配線板への応用、液晶デバイスの周辺実装用フレキシブル配線板としての高品質・低コスト品

の提供を可能とします。今後半導体基板の薄型・微細化が進んでいく中で、従来工法と比べても製法上作りやすく有利な工法

であります。しかしながら、今後 NMBI に類似した技術を提供する企業が新規参入した場合、競争が激化する可能性がありま

す。その結果、当社の収益性が低下し、当社の業績に重大な影響を及ぼす畏れがあります。 

同事業の現状及び当面の事業展開の方針は以下のとおりです。 

Ａ．当社は、最終製品を供給するセットメーカー（民生エレクトロニクスメーカーや携帯電話メーカー等）に対してマーケ

ティング活動を行ない、採用が決定されると、セットメーカーに部品を納入している電子基板メーカーや EMS（Electronics 

Manufacturing Service、電子機器・電子部品の製造のみを請け負うビジネス）等と技術移転契約を締結します。これに伴い

当社は技術ノウハウ資料の開示を行なう対価として、イニシャルフィを収受します。 

Ｂ．当社は技術移転先に対し、技術者を派遣して技術移転・設備導入に伴うコンサルティングを行なうことによって、NMBI 生

    （単位：千円） 

  第14期 第15期 

  自 平成15年10月１日   自 平成16年10月１日   

  至 平成16年９月30日 構成比(%) 至 平成17年９月30日 構成比(%) 

インタポーザ 1,280 0.3 1,179 0.2 

バンプインターコネクション 403,072 99.7 591,814 99.8 

その他 － － 108 0.0 

合  計 404,352 100.0 593,102 100.0 



産のための量産設備の販売を行ないます。 

Ｃ．技術移転先の量産体制が整った後、当社は技術移転先に対し NMBI 製造のための材料を販売します。この材料とは原材料

メーカーである東洋鋼鈑株式会社ならびに日本電解株式会社が一元的に生産を行っている銅箔材であり、当社の NMBI の主

原材料として使用される当社独自仕様の材料であります。 

Ｄ．当社は、技術移転先のセットメーカーに対する NMBI を利用したプリント配線板の販売高より一定率のランニングロイヤ

ルティを徴収します。なお、この場合、当社は大日本印刷株式会社（旧ディー・ティー・サーキットテクノロジー株式会社

(3)参照））との契約により、技術移転先から収受したロイヤリティを分配します。 

  

③ NMBI 事業における交渉の遅延の影響 

NMBI 事業は、前述のように、現在は技術移転に伴うイニシャルフィ、設備販売、材料販売、製品販売及びロイヤリティ収

入で構成されます。現状においては、まだ当該事業開始後間もなく、成約先が少ないため、相手先の事業の進展に伴って増加

する材料販売、製品販売及びロイヤリティ収入の構成比が低く、結果的に、契約締結によって発生するイニシャルフィの金額

が大きく、その動向によって同事業の売上高が左右される構造となっております。当社は相手先によらず、当社が基本方針と

している同一内容での契約を締結することを原則としております。従って交渉は難航する場合が多く、当初に見込んでいた時

期には決着しない畏れがあり、当社の経営成績は、こうした契約交渉の進捗状況の影響を強く受けます。 

  

(2) 特定の取引先への依存について 

① 販売先 

最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

第15期においては、Socketstrate, Inc.(ソケットストレート社) に対する売上高が80.9％を占めております。これは

主に同社に対する技術移転契約の締結によるものであります。 

  

② 仕入先 

当社の主要製品である NMBI の主原材料として使用される銅箔材については、当社の独自仕様により、原材料メーカーであ

る東洋鋼鈑株式会社ならびに日本電解株式会社が生産を行っているものであります。当面、仕入の全量を両社に依存すること

となるため、量産体制移行後に不測の事態が生じた場合、安定的な仕入の確保が困難となる畏れがあります。 

    （単位：千円）

相手先 
第14期 第15期 

金額 割合（％） 金額 割合（％） 

Socketstrate, Inc. - - 480,003 80.9 

ソニーケミカル株式会社 83,016 20.5 35,435 6.0 

Unimicron Technology Corp. 121,790 30.1 2,543 0.4 

LG Electronics Inc. 148,297 36.7 1,911 0.3 



(3) 経営上の重要な契約 

大日本印刷株式会社との契約 

当社は、大日本印刷株式会社（旧ディー・ティー・サーキットテクノロジー株式会社）との間で、同社の保有する B2it（銀

ペーストによるバンプ積層技術）の特許の導入契約を締結しています。当該契約により、当社は、NMBI を使用して製作したプリ

ント配線板が、構造上、同社の特許に抵触することを回避しております。また、当該契約は、大日本印刷株式会社と当社の通常

実施権を双方が互いに付与することになっております。 

なお、NMBI を用いたプリント配線板またはその半製品を技術移転先が販売する場合、当社が技術移転先に対して再実施許諾権

を行使する必要がありますが、これに先立ち、事前に大日本印刷株式会社の承認を得る必要があります。過去において、承認が

得られなかったことはなく、現状、良好な関係を継続しているため、今後も同様と思われますが、仮に承認が得られなかった場

合、事実上、技術移転自体ができなくなる畏れがあります。 

  

(4) 経営成績の変動 

① 過去の業績の変動について 

当社の最近５期間の経営成績の概要は以下のとおりです。 

  

平成13年９月期については、NMBI の事業が立ち上がり、技術移転を開始したため売上高が1,613,000千円と増加しました。

研究開発にも引き続き重点を置き研究開発費を257,874千円（平成12年９月期230,993千円）計上しておりますが、経常利益は

76,433千円、当期純利益は44,120千円となりました。 

平成14年９月期については、技術移転先の選別を強化し、より有力な企業への技術移転に注力して契約交渉を行ない、フレ

キシブル配線板世界最有力のメーカーを含む４社と契約を締結した結果、売上高2,122,467千円、経常利益190,317千円、当期

純利益90,060千円となりました。 

平成15年９月期については、引き続き技術移転の契約交渉を継続推進しましたが、国内営業においては、既技術移転先にお

いて、従来製品の生産に集中し、当社技術をベースとした製品開発への移行の遅れなど量産計画の見直しもあり、また、海外

営業では SARS の影響を受けたことから、成約件数が当初の予定を下回りました。結果国内メーカー２社、海外メーカー１社

の３社と契約を締結し、売上高1,609,873千円、経常損失460,813千円、当期純損失523,731千円となりました。 

平成16年９月期については、技術移転契約による売上実績はありませんでした。その理由として、技術移転予定先が NMBI 

の将来性は理解しつつも、現段階での事業性への確信を持っていただくに至らなかったことによります。ライセンシーへの量

産設備販売による売上は３社にとどまりました。 

平成17年９月期については、Socketstrate, Inc.（ソケットストレート社）との間で技術移転ライセンス契約および特許権

譲渡契約を締結しました。この契約にはプリント配線板ライセンス契約ではサブライセンスが付くなど、業務提携拡大に向け

た内容が含まれており、Tessera Technologies, Inc.（テセラテクノロジーズ社）も事業拡大のために新たにこの度ソケット

ストレート社を設立しての契約であります。当社はこの契約により半導体パッケージ領域への事業展開を拡大させることが可

能となりました。また、NMBI を使用した基板が携帯電話の COF に採用され、NMBI 技術が製品として市場に本格展開を開始

いたしました。しかしながら、技術移転契約の計画未達により売上高は593,102千円にとどまり、経常損失566,022千円、当期

純損失447,516千円となりました。 

      （単位：千円）

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

売上高 1,613,000 2,122,467 1,609,873 404,352 593,102 

経常損益(△は損失) 76,433 190,317 △  460,813 △ 1,298,989 △ 566,022 

当期純損益(△は損失) 44,120 90,060 △  523,731 △ 1,837,962 △ 447,516 



② 業績変動によるリスク 

当社は現在 NMBI 事業が売上高の大半を占めています。これは同事業の１件当りの技術移転によるライセンス売上高が多額

にのぼること、経営資源の集中を図るため、インタポーザ事業の営業活動に注力しなかったこと等によるものであります。 

当社は、契約の締結時期によって大きく左右される技術移転契約による売上に依存する構造を改め、主益の安定化に取り組

んでおりますが、技術移転売上が引き続き高い構成比を占め、ライセンシーの売掛債権回収の長期化による回収不能リスクに

備えて貸倒引当金を計上する場合、あるいは回収不能となった場合、及び技術移転先の確保が計画どおり進展しない場合、当

社の業績は大きな影響を受ける畏れがあります。 

  

③ キャッシュ・フローの状況の変動について 

当社の営業活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度におきましてはマイナス591,926千円でしたが当事業年度におき

ましてはプラス5,034千円となりました。この主たる要因としましては、税引前当期純損失が446,006千円（前期は税引前当期

純損失1,813,772千円）となり、前期より1,367,766千円減少したことによるものであります。 

技術移転による売上において、新規技術移転契約の継続的獲得が困難な場合、キャッシュ・フロー状況の変動に重大な影響

を及ぼす畏れがあります。 

  

(5) 知的財産権 

① 特許戦略 

当社は、当社の独自技術である銅バンプの製造のノウハウに類する特許及び銅バンプの応用技術を出願し、銅バンプ技術に

関する特許を積極的に取得していく方針であります。また当社の次の事業の柱とするべく新規技術の自力探求、及び大学ある

いは他の会社と連携した新技術についても、先行出願を図っていく方針であります。Tessera Technologies，Inc.（テセラテ

クノロジーズ社）の100%子会社である Socketstrate，Inc.（ソケットストレート社）との契約締結により、米国における 

PWB（プリント配線板）及びインタポーザに関する出願中の特許・登録済特許を譲渡し、米国以外の各国における PWB（プリ

ント配線板）及びインタポーザに関する出願中の特許・登録済特許（当社の単独保有のみならず一部他社と共同保有している

ものも含む）に対し一部譲渡し共同所有する契約であります。 

当社は17年９月末現時点において国内では71件、海外では24件を出願中であり、また、国内では６件、海外では10件の特許

を取得済であります。まだ権利化に至っていない出願については、国内外を含め権利取得のため鋭意注力中であります。 

  

② 知的財産権に関する訴訟、クレーム 

平成17年９月30日現在において、当社の事業に関連した特許権等の知的財産権について、第三者との間で訴訟やクレームと

いった問題が発生したという事実はありません。ただし、プリント配線板及び実装技術については、多数の特許出願がなされ

ているため、今後とも上記のような問題が発生しないという保証はありません。 

当社としても、このような問題を未然に防止するため、事業展開にあたっては、特許事務所を通じた特許調査を実施してお

りますが、当社のような研究開発型企業にとって、このような知的財産権侵害問題の発生を完全に回避することは困難であり

ます。 

また、仮に当社が第三者との間の法的紛争に巻き込まれた場合、当社は弁護士や弁理士等と相談のうえ、その内容によって

個別具体的に対応策を考えていく方針でありますが、当該第三者の主張に理由があるなしにかかわらず、解決に時間及び多大

の費用を要する畏れがあり、場合によっては当社の事業戦略や経営成績に重大な影響を及ぼす畏れがあります。 



(6) 今後の事業展開 

① 基本戦略 

NMBI（銅バンプと大気中銅銅接合技術）を、携帯電話や PDA などのエレクトロ二クス製品の半導体実装に必要不可欠な技

術として業界のデファクトスタンダードとすることを戦略目標として設定しています。 

これまでプリント配線メーカーへの技術移転を中心に事業展開しておりましたが、当社が厳しい試練としての危機下にある

ことを鑑み、経営方針を再検討した結果、もう一度、基本に帰って出なおすこととし、技術移転に依存した企業体質を改め、

顧客と密接した開発を重視する提案・開発型企業へ生まれ変わることを決意いたしました。 

戦略目標を具現化させる新しい施策は、ソリューションプロバイダーとして提案型の試作ビジネスの重点化であります。顧

客と密接に新しいアプリケーションを開発、製品化することを再出発の軸として展開いたします。ネオ・マンハッタン技術の

特徴を生かしたノース独特の新たなモノの創造こそが当社の存在価値の証明と考えております。これまでできなかったものを

可能とする、製品に直結した開発を進めてまいります。当社が有力企業の研究所および設計に対し新しいソリューションの提

案と試作を行なう一方で、顧客からもこれまで当社が気付かなかった新たな応用の提案をいただくことが多く、今後は当社が

想定している分野にとらわれることなく、幅広い分野でのネオ・マンハッタン技術の展開を図る考えであります。 

顧客と密着した試作ビジネスを通じて新しいアプリケーションを開発し、製品として量産をライセンシーに担っていただ

く、そして、技術の普及とランニングロイヤリティ収入を拡大させることを基本方針として設定いたします。事業の重心を試

作ビジネスとロイヤリティ収入に移す一方で、新たな量産の担い手の必要性に対しては、従来どおり技術移転を実施して応え

てまいります。 

  

② 研究開発活動 

研究開発活動は当社の根幹であり、研究開発費としては前事業年度266百万円、当事業年度183百万円と、各年度の販売費及

び一般管理費の約20％を占めております。 

現在の重点目標は、製品をベースにした技術開発の推進であり、具体的には下記のとおりであります。 

Ａ．半導体パッケージ 

a 超薄型・小型ロジック・メモリー混載パッケージ（SiP）用技術を対象に NMBI・NMSS（半導体実装用共通コアシート) を

開発。 

b Low-K 材料を用いた半導体をパッケージングする技術を対象に NMBI を開発。 

Ｂ．モジュール(通信・LCD・カメラ) 

a ハイエンド製品を対象とした技術として NMBI を開発。 

b ローエンド製品を対象とした技術として NMSI（一括積層用シート製造プロセス)を開発。 

Ｃ．先端製品 

測定機器・小型部品向けに NMBI を開発 

  

以上を中心としながらも、常に先を見据えた研究開発活動を行っております。 

当社は現在、上記にあげた研究開発の合理化を図り、少数精鋭の人員構成と顧客からの研究開発費のサポートを通じ推進し

ております。 

  

③ 中国での事業展開 

当社は、中国での NMBI 事業の展開を図るため、平成13年９月に Bronica Limited 55％、丸紅株式会社30％、当社15％の

合弁により、NMBG (H.K.) Limited を設立しました。前事業年度より当社は同社に対し、実質的な影響力を有すると判断し、

同社を新たに関連会社としました。当社は、同社との間で技術移転契約を締結しており、同社が中国における重要な生産拠点

として、当社業績に寄与するものと見込んでおりますが、計画どおりの量産は進展いたしておりません。 



④ 自社における量産開始について 

当社は現在、テクノセンターにて NMBI をはじめとする製品の自社生産を平成17年５月より開始しました。当社で生産した

中間製品をライセンシーに供給し、ライセンシーによって携帯電話の COF として市場に流れ始めました。今後は、フレキシ

ブル配線板に留まらず様々な新しいアプリケーションにも展開させる計画であります。また、開発センターの設備を利用した

試作品の提供、少量生産も準備しております。 

生産量については、今後想定されていない要因により延期若しくは減産となる場合、当社の事業戦略や経営成績に重大な影

響を及ぼす畏れがあります。 

  

(7) 特定の人物に対する依存 

当社代表取締役社長 飯島朝雄は、経営戦略、開発戦略、販売戦略すべてにわたり重要な役割をはたしており、営業活動にお

いても中心的な活動を行っております。当社の事業の基礎となっている技術の大半は、社長である飯島朝雄の発案によるもので

あり、また、取引先の研究者と技術的な議論ができ、営業の面でも飯島朝雄への依存度が高くなっております。 

当社は、これまで、組織及び業容も小規模であったことから、飯島朝雄に依存して事業展開を図ってきました。今後は、飯島

朝雄に過度に依存しない体制を構築すべく、人員の強化を図るため、外部からの優秀な人材を確保し、社員教育に注力していく

ことで、組織的対応のできる会社へと脱皮していきたいと考えております。しかし、当社の計画どおり、体制構築及び人材強化

が行われるという保証はなく、当面の間は、飯島朝雄への依存度が高い状態で推移するものと考えております。そのような状態

において、飯島朝雄の当社業務継続が何らかの理由で困難となった場合、当社の事業戦略や経営成績に重大な影響を及ぼす畏れ

があります。 

  

(8) 人材の確保 

当社は研究開発型の企業であり、研究開発のための人材の確保は当社の事業展開上極めて重要であります。とりわけ、当社が

必要としている技術に精通している人材の確保は容易ではなく、また、今後の市場の拡大に伴い、人材獲得競争がますます激化

していくものと予想されます。そのため当社が必要とする人材の獲得ができず、あるいは当社の人材が社外に流出する畏れもあ

ります。仮にかかる人材の確保が十分に行われなかった場合、当社の事業戦略や経営成績に重大な影響を及ぼす畏れがありま

す。 

  

(9) 売掛金の回収について 

当社は現在、当社技術のライセンス販売による技術移転料が売上の大半を占めております。 

一方、売掛金の平均滞留期間は230日を超え長期化しており、計画通りの回収が履行されなかった場合、及び新規技術移転契約

の継続的獲得が困難な場合、キャッシュ・フロー上の資金繰りに重大な影響を及ぼす畏れがあります。 

  

(10) 有利子負債 

当社は当事業年度末現在におきまして、金融機関からの借入金268,400千円及び社債370,000千円の合計638,400千円の有利子負

債を抱えております。これは、当事業年度の売上規模、営業キャッシュ・フローからみましても多額になっております。今後金

融環境の変動により金利が上昇してまいりますと金利負担が増加し、当社の業績に影響を与える畏れがあります。 

  

(11) 上場廃止について 

平成17年11月15日の東京証券取引所マザーズ上場廃止に伴い、金融機関その他の取引先に対し、信用回復のための努力を鋭意

行なっておりますが、今後、金融機関その他の取引先の理解が十分に得られなかった場合、当社の業績に重大な影響を及ぼす畏

れがあります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

(1）技術受入契約 

  

(2）技術移転契約 

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

Tessera 
Technologies, Inc. 

米国 

「ＴＣＭＴ」商標
を使用した半導体
パッケージ用イン
タポーザ 

パッケージ用インタポーザの
ライセンス製造、販売、貸与
を非独占に行なう。 
対価の発生はない。 

平成10年７月９日契約締結
Tessera 特許の権利期間満
了まで。 

ソニー株式会社 日本 
半導体パッケージ
用リードフレーム
「ＵＦＰＬ」 

ＵＦＰＬのライセンス製造、
販売、貸与を非独占に行な
い、ソニー株式会社以外の第
三者に販売、提供した場合、
その販売価格に３％を乗じた
金額を支払う。 

平成11年８月24日契約締結
第三者へ販売を開始した日
から７年間を経過する日ま
で。 

大日本印刷株式会社
（旧ディー・ティー・
サーキットテクノロジ
ー株式会社） 

日本 「Ｂ2ｉｔ」 

導電性バンプにより絶縁材料
（絶縁シート、プリプレグ）
を貫通・積層して層間の電気
的接合を実現する配線板の製
造方法。およびこの製法にて
得られた配線板に関し、ライ
センシーの支払うロイヤリテ
ィを折半する。 

平成13年６月１日契約締結
本契約の期間は締結の日か
ら３年とし、期間満了３ヶ
月前までに一方当事者によ
る通知により更新しない旨
通知しない限り自動的に更
新されるものとする。更新
後の期間についても３年間
とする。 

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

LG Electronics Inc. 韓国 
プリント配線板用
銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」 

《ＮＭＢＩライセンス契約》
㈱ノースの銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」を製造しプリン
ト配線板に使用する為の技術
移転。 

平成12年９月30日契約締結
自 平成12年９月30日 
至 平成17年９月29日 

NMBG(H.K.)Limited 中国 
プリント配線板用
銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」 

《ＮＭＢＩライセンス契約》
㈱ノースの銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」を製造しプリン
ト配線板に使用する為の技術
移転。 

平成13年９月27日契約締結
自 平成13年９月27日 
至 平成23年９月26日 

株式会社フジクラ 日本 
プリント配線板用
銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」 

《ＮＭＢＩライセンス契約》
㈱ノースの銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」を製造しプリン
ト配線板に使用する為の技術
移転。 

平成14年９月10日契約締結
自 平成14年９月10日 
至 平成19年９月９日 

日本メクトロン 
株式会社 

日本 
プリント配線板用
銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」 

《ＮＭＢＩライセンス契約》
㈱ノースの銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」を製造しプリン
ト配線板に使用する為の技術
移転。 

平成14年９月20日契約締結
自 平成14年９月20日 
至 平成19年９月19日 

サンタ軽金属工業 
株式会社 

日本 
プリント配線板用
銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」 

《ＮＭＢＩライセンス契約》
㈱ノースの銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」を製造しプリン
ト配線板に使用する為の技術
移転。 

平成14年９月23日契約締結
自 平成14年９月23日 
至 平成19年９月22日 

ソニーケミカル 
株式会社 

日本 
プリント配線板用
銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」 

《ＮＭＢＩライセンス契約》
㈱ノースの銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」を製造しプリン
ト配線板に使用する為の技術
移転。 

平成14年12月27日契約締結
自 平成14年12月27日 
至 平成19年12月26日 



(注) 平成17年８月15日に契約の合意解除を行っております。 

  

(3）技術移転契約等に伴う合弁事業 

(注) Bronica Limited は香港に本社を置く Belton Industrial (International) Limited. の持株会社であります。 

  

(4）販売基本契約 

  

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

Unimicron Technology 
Corp. 

台湾 
プリント配線板用
銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」 

《ＮＭＢＩライセンス契約》
㈱ノースの銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」を製造しプリン
ト配線板に使用する為の技術
移転。 

平成15年３月24日契約締結
自 平成15年３月24日 
至 平成20年３月23日 

株式会社丸和製作所 日本 
実装用コアシート
「ＮＭＳＳ」 

《ＮＭＳＳライセンス契約》
㈱ノースの銅バンプ付銅箔
「ＮＭＳＳ」を製造及び販売
する為の技術移転。 

平成15年９月24日契約締結
自 平成15年９月24日 
至 平成20年９月23日 

AFlextech Inc. (注) 台湾 
プリント配線板用
銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」 

《ＮＭＢＩライセンス契約》
㈱ノースの銅バンプ付銅箔
「ＮＭＢＩ」を製造しプリン
ト配線板に使用する為の技術
移転。 

平成16年３月30日契約締結
自 平成16年３月30日 
至 平成21年３月29日 

Socketstrate, Inc. 米国 

プリント配線板用
銅バンプ付銅箔
「NMBI」「NMSI」
「NMSS」「NMTI」 

《ＮＭシリーズサブライセン
ス付ライセンス契約》 
㈱ノースの銅バンプ付銅箔
「ＮＭシリーズ」を製造しプ
リント配線版に使用する為の
サブライセンス付技術移転。 

平成17年５月17日契約締結
自 平成17年５月17日 
至 平成27年５月16日 

契約締結先 内容 出資割合 合弁会社 設立年月 

Bronica Limited 
(英領ヴァージン諸島) 
丸紅株式会社 
(東京都千代田区) 

銅バンプ付銅箔「ＮＭ
ＢＩ」の中国への製造
及び販売を行なうため
に合弁会社を設立する 

当社 15％
NMBG (H.K.) Limited 
(資本金 
HK＄107,289,002) 

平成13年９月Bronica Limited 55％

丸紅株式会社 30％

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

西華産業株式会社 日本 

第三者に対する半
導体パッケージ用
リードフレーム
「ＵＦＰＬ」とそ
の製造のための機
械および原材料の
販売権 

第三者に対する「ＵＦＰＬ」
およびその製造のための機械
および原材料の販売に係る基
本販売契約。 

平成９年５月26日契約締結
自 平成９年５月26日 
至 平成12年５月25日 
但し、双方の拒絶が無い限
り自動更新で更新後の期間
についても同様。 

東洋鋼鈑株式会社 日本 

バンプインターコ
ネクション「ＮＭ
ＢＩ」用原材料
（東洋鋼鈑㈱製ク
ラッド材） 

バンプインターコネクション
「ＮＭＢＩ」用原材料（東洋
鋼鈑㈱製クラッド材）をユー
ザーに対し、当社を経由して
販売することを定めた契約。 

平成13年５月20日契約締結
自 平成13年５月20日 
至 平成16年５月19日 
但し、双方の拒絶が無い限
り自動更新で更新後の期間
は１年間、以降も同様。 

日本電解株式会社 日本 
ＮＭテクノロジー
用原材料(日本電
解㈱製めっき材) 

ＮＭテクノロジー用原材料を
ユーザーに対し、当社を経由
して販売することを定めた契
約。 

平成17年８月５日契約締結
自 平成17年８月５日 
至 平成18年８月４日 
但し、双方の拒絶が無い限
り自動更新で更新後の期間
は１年間、以降も同様。 



  (5) 特許および特許出願に対する権利の移転 

  

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約日 

Socketstrate, Inc. 米国 マスター譲渡契約

米国におけるＰＷＢ及びイン
タポーザに関する出願中の特
許・登録済特許に対する権利
の譲渡、並びに、米国以外の
各国におけるＰＷＢ及びイン
タポーザに関する出願中の特
許・登録済特許に対する共同
所有権の譲渡契約。 

平成17年５月17日契約締結



６【研究開発活動】 

当社は、高度情報化社会に対応していくために、その基盤となる研究開発に取り組んでおり技術移転や生産活動を通じて今後

の事業の中心とすべき製品の研究開発を進めております。特に、携帯端末の最先端の半導体高密度実装に必要な部材として当社

独自の技術をベースに、研究開発を進めております。 

当事業年度の研究開発費の総額は、183,685千円であります。 

  

事業の品目別の当事業年度における研究成果は、以下の通りです。 

① NMBI 

a. 国内半導体メーカーの要求仕様に基づく半導体パッケージ（SiP : System in Package ）用インタポーザの２次試

作を行ない、メーカーによる実装評価で再度問題が無いことを確認し、現在、メーカーで具体的な商品化検討に

入っているものが２機種あります。 

b. 国内実装メーカーに対し開発試作品を提供、実装評価を実施した結果、問題の無いことを確認し、磁気センサー用

プローブとして商品化されました。 

C. 産官による半導体開発プロジェクトからの要求により、NMBI を用いた FC-LGA（Flip Chip Land Grid Array ）構

造の半導体ウェハー評価用基板を出荷致しました。 

D. NMBI ライセンシーからの依頼により、NMBI を用いた高周波用多層 FPC の開発試作を開始致しました。 

  

② 一括積層用シート製造プロセス（NMSI） : Neo Manhattan Super Interconnection 

生産導入に向けた基礎技術開発（主な課題抽出、改善、改良）を完了し、当製品の性能に合致するアプリケーションお

よびユーザーの探索活動中であります。 

  

③ NMSS ： Neo Manhattan Super Sheet 

a. 先期に引き続き Tessera, Inc.（テセラ社）および Socketstrate, Inc.（ソケットストレート社：Tessera 

Technologies，Inc.（テセラテクノロジーズ社）100％出資子会社）と共同で、次世代半導体パッケージ（ SiP ）

用 NMSS 構造インタポーザの開発試作を実施し、試作品を複数（12機種）提供致しました。 

b. NMBI ライセンス先３社（海外１社、国内２社）に対し、NMSS 製品量産の為の技術指導を継続実施致しました。 

  

当社の特許成立件数は平成17年９月30日現在、全品目合計16件（国内６件、海外10件）であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この財務諸

表の作成に当り、必要と思われる見積りは合理的な基準に基づいて実施しております。 

なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 (1) 財務諸表 重要な会計方針」に記載しております。 

  

(2) 財政状態 

① 資産・負債及び資本の分析 

（流動資産） 

当事業年度における流動資産の残高は、487百万円となり前期比736百万円減少いたしました。主な要因としましては、現

預金が前期比291百万円、売掛債権が（売掛金及び受取手形）331百万円減少したことによります。また技術移転の既契約先

で量産化の具体的進展の目途が立たず回収が大幅に遅れている１社について貸倒引当金99百万円を引当てたことによりま

す。 

  

（固定資産） 

当事業年度における固定資産の残高は、1,212百万円と前期比150百万円減少いたしました。その主な減少要因としまして

は、有形固定資産では開発センター及びテクノセンターの生産設備投資に25百万円、投資その他の資産では NMBG 社への追

加出資23百万円の増加があったものの、固定資産の除却７百万円、本社事務所移転に伴う敷金返還26百万円及び当事業年度

の減価償却費183百万円を計上したことによります。 

  

（流動負債） 

当事業年度における流動負債の残高は、623百万円となり前期比510百万円減少しております。主な要因としましては金融

機関からの借入金及び社債について合計768百万円の返済したことによります。 

  

（固定負債） 

当事業年度における固定負債の残高は、167百万円となり前期比441百万円減少しております。主に社債及び長期借入金の

流動負債の部へ438百万円を振り替えたものであります。 

  

（資本） 

当事業年度における資本の残高は、909百万円となり64百万円増加しております。これは、主に当期純損失447百万円を計

上したものの、第三者割当による無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使により512百万円増加したこと

によります。 

  

② キャッシュ・フローの分析 

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローの状況」に記載しております。 

  

(3) 経営成績 

当事業年度の経営成績は、「第２ 事業の状況１ 業績等の概要 (1) 業績」に記載しておりますが、その主な要因は次のと

おりであります。 

（売上高） 

当事業年度における売上高は、593百万円となり前期比188百万円増加しております。 

これは主に当事業年度において、NMBI技術移転による売上を１社計上したことによります。実績はSocketstrate, Inc.（ソ

ケットストレート社）とのサブライセンスを伴う技術移転契約であります。 

  

（営業損失） 

当事業年度における営業損失は、524百万円（前年同期は営業損失1,265百万円）となりました。これは、販売費及び一般

管理費のコストコントロールの徹底を図ることにより前期比374百万円削減したものの、経常支出を回収できる売上高を計上

できなかったことによるものであります。 

  



（経常損失） 

当事業年度における経常損失は、566百万円（前年同期は経常損失1,298百万円）となりました。これは、第三者割当の社

債発行費18百万円の増加があったものの、有利子負債の減少に伴う支払利息及び社債利息の減少６百万円及び営業損失の大

幅な減少によるものであります。 

  

（当期純損失） 

当事業年度における当期純損失は、447百万円となり前期比1,390百万円減少いたしました。これは経常損失の減少に加

え、特別損失に販売先１社の売掛債権に対する貸倒引当金99百万円、本社事務所移転費用として８百万円を計上したもの

の、特別利益において契約解除和解金等38百万円、特許権等譲渡益145百万円、契約解除損失補填金48百万円を計上したこと

によるものであります。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

当社では、「モノ創り復権」を謳い、ものを創ることへのこだわりこそが新しい技術の源泉だと考えており、前事業年度よ

り生産体制の拡充を行ってまいりました。その体制準備もほぼ完了したため、当事業年度におきましては、主にテクノセン

ターを中心に28,554千円の設備投資を実施しております。 

  

２【主要な設備の状況】 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

４．主な賃借設備は次のとおりであります。 

５．上記の金額には、消費税等を含めておりません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。なお、当事業年度末

における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

      平成17年９月30日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額

従業
員数 
（人）

建物、
構築物 
（千円） 

機 械 及 び
装 置、車
両運搬具 
（千円） 

土地（千円）
（面積㎡） 

その他
（千円）

合計 
（千円） 

本社（東京都豊島区） 総括業務施設 2,183 －
－

(   －)
1,619 3,802 

15
( 2)

テクノセンター 
（福島県いわき市） 

量産品製造設備 396,247 213,850
212,500
( 26,620)

6,234 828,833 
30
( 14)

開発センター 
（横浜市保土ヶ谷区） 

研究開発設備 60,041 29,536
－

(   －)
2,410 91,988 

7
( 2)

名称 数量 リース期間（年）
年間リース料
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

工場製造用機械及び装置 
（所有権移転外ファイナンス・
リース） 

一式 ５～６ 74,803 239,489

事務所名 設備の内容（面積） 年間賃借料（千円） 

本社 事務所（192.87㎡）（賃借） 23,276

開発センター 
事務所及び開発センター（740.70㎡）
（賃借） 

34,167



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(注) 東京証券取引所のマザーズに上場しておりましたが、平成17年11月15日に上場廃止となっております。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりであります。 

（平成13年12月21日 定時株主総会決議） 

(注) １．新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した者

の新株引受権の数を減じております。 

２．平成17年２月１日及び平成17年５月１日にそれぞれ行使価格を下回る払込価格をもって新株式を発行したため、新株引受

権の要項に基づき行使価格を調整しております。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 108,864 

計 108,864 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 39,712.20 39,712.20
東京証券取引所
（マザーズ） 

権利内容に何
ら限定のない
当社における
標準となる株
式 

計 39,712.20 39,712.20 － － 

  
事業年度末現在

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 8株（注）１ 8株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 412,051円（注）２ 412,051円（注）２

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月22日
至 平成17年12月21日 

自 平成15年12月22日 
至 平成17年12月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  412,051円
（注）２ 

資本組入額  206,026円
（注）２ 

発行価格   412,051円
（注）２ 

資本組入額  206,026円
（注）２ 

新株予約権の行使の条件 

定時株主総会決議及び取
締役会決議に基づき、当
社と付与対象使用人との
間で締結する「新株引受
権付与契約書」に定める
ものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

付与された権利を第三者
に譲渡、質入その他の処
分をすることができない
ものとする。 

同左 



(注) １．未処理損失処理               750,421千円 

内訳 別途積立金取崩額           43,000千円 

資本準備金取崩額           707,421千円 

２．株式分割（１：４） 

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数                    2,500株 

発行価格                   251.1千円 

資本組入額                   85千円 

払込金総額                 627,750千円 

４．新株予約権の権利行使 

（平成11年９月17日 臨時株主総会決議） 

発行株数                     468株 

発行価格                   62.5千円 

資本組入額                  31.25千円 

資本準備金組入額               31.25千円 

権利行使者 取締役１名、従業員19名 

（平成12年５月１日 臨時株主総会決議） 

発行株数                     322株 

発行価格                    250千円 

資本組入額                   125千円 

資本準備金組入額                125千円 

権利行使者 取締役１名、従業員12名 

５．新株予約権の権利行使 

（平成12年５月１日 臨時株主総会決議） 

発行株数                     40株 

発行価格                    250千円 

資本組入額                   125千円 

資本準備金組入額                125千円 

権利行使者 取締役１名 

発行価格                    283千円 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年12月21日 
（注）１ 

－ 6,804 － 997,800 △ 707,421 271,408

平成14年10月25日 
（注）２ 

20,412 27,216 － 997,800 － 271,408

平成14年12月10日 
（注）３ 

2,500 29,716 212,500 1,210,300 415,250 686,658

平成14年12月10日 
～ 

平成15年９月30日 
（注）４ 

790 30,506 54,875 1,265,175 54,875 741,533

平成15年10月１日 
～ 

平成16年９月30日 
（注）５ 

40 30,546 5,000 1,270,175 5,000 746,533

平成16年８月14日 
（注）６ 

1,767 32,313 250,030 1,520,205 250,030 996,564

平成16年９月25日 
（注）７ 

2,898 35,211 299,943 1,820,148 299,943 1,296,507

平成16年10月１日 
～ 

平成17年９月30日 
（注）８ 

4,501.20 39,712.20 256,250 2,076,398 256,250 1,552,757

６．有償第三者割当 1,767株 



資本組入額                  141.5千円 

割当先 飯島朝雄 

発行価格                    207千円 

資本組入額                  103.5千円 

割当先 有限会社 樹、Hsin Yang Investment Corporation 

８. 第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使 

発行株数                  4,501.20株 

発行価格                  512,500千円 

資本組入額                 256,250千円 

資本準備金組入額              256,250千円 

権利行使者                Vineyard Fund 

  

(4）【所有者別状況】 

(注) 自己株式5.2株は、「個人その他」に５株「端株の状況」に0.2株を含めて記載しております。 

  

７．有償第三者割当 2,898株 

    
平成17年９月30日現在 

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 2 11 46 6 3 3,216 3,284 － 

所有株式数
（株） 

－ 1,314 892 4,632 1,053 30 31,791 39,712 0.2 

所有株式数の
割合（％） 

－ 3.31 2.25 11.66 2.65 0.08 80.05 100 － 



(5）【大株主の状況】 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

飯島 朝雄 東京都文京区小日向２丁目25-22-401 13,730 34.57 

有限会社 樹 東京都千代田区神田神保町１丁目103 2,415 6.08 

大阪証券金融株式会社（業務口） 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 1,242 3.13 

日本テクノロジーベンチャー 
パートナーズアイ四号投資事業有

限責任組合 
無限責任組合員 村口 和孝 

東京都千代田区外神田１丁目18-13 1,080 2.72 

飯島 章子 東京都文京区小日向２丁目25-22-401 770 1.94 

嶋田 悦也 和歌山県有田市初島町浜1248-１ 718 1.81 

木村 吉孝 東京都練馬区小竹町２丁目17-５ 560 1.41 

シン ヤン インベストメント 

コーポレーション 

7F-2, NO. 398, HUANBEI RD., JHONGLI 
CITY, TAOYUAN, TAIWAN 
（東京都港区１-２-18ＴＴＤビル３Ｆ306
室（台湾貿易中心内）（常代）ツェン ク
ゥオ シュン） 

483 1.22 

松井証券株式会社（一般信用口） 東京都千代田区麹町１丁目４ 335 0.84 

メロンバンクトリーティークライ

アンツオムニバス 

MELLON BANK TREATY CLIENTS OMNIBUS ONE 
BOSTON PLACE BOSTON, HA 02108 
（東京都中央区日本橋３丁目11-１（常
代）香港上海銀行東京支店） 

300 0.76 

計 － 21,633 54.48 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株引受権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は以下のとおりでありま

す。 

旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議によるもの 

(注) １．従業員４名は、平成13年12月21日現在在籍する従業員の一部である。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   5 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,707 39,707

権利内容に何ら限
定のない当社にお
ける標準となる株
式 

端株 普通株式  0.2 － － 

発行済株式総数 39,712.20 － － 

総株主の議決権 － 39,707 － 

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ノース 
東京都豊島区南大 
塚３-32-１ 

5 － 5 0.01 

計 － 5 － 5 0.01 

決議年月日 平成13年12月21日

付与対象者の区分及び人数 従業員 ４名（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上（注）２

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）３

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上（注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 同上（注）５



２．当社が新株引受権付与後、（注）３の発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合は、次の算式により調整され

る。 

３．当社が新株引受権付与後、株式分割等により当該発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合は、次の算式によ

り調整される。 

４．新株引受権の行使の条件または対象者と当社との間の個別の新株引受権付与契約により、個別の対象者の行使期間中に

おける新株引受権の行使が制限されることがある。 

５．(1) 対象者は、次の場合には新株引受権を喪失する。 

ⅰ 禁固以上の刑に処せられた場合 

ⅱ 死亡以外の事由により当社の使用人ではなくなった場合 

ⅲ 当社以外の同業他社の役職員に就任した場合 

ⅳ 新株引受権行使期間到来前に死亡した場合 

ⅴ 権利を放棄した場合 

(2) 新株引受権の譲渡、担保物権の設定などはできないものとする。 

(3) この他細目については平成13年12月21日開催の定時株主総会決議および平成14年９月18日開催の取締役会決議に基

づき当社と対象従業員との間で締結する新株引受権付与契約において定める。 

  

  

  

  
調整後新株数 ＝ 

調整前新株数 × 調整前発行価額   

  調整後発行価額   

  
調整後発行価額 ＝ 

既発行株式数 × 調整前発行価額 ＋ 新発行株式数 × １株当り払込金額   

  既発行株式数 ＋ 新発行株式数   



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しております。配当については経営成績及び財政状態を勘案しつつ

決定する方針であります。しかしながら、当事業年度において配当可能利益を計上するにいたっておりません。早急に累積損

失の解消を図り、内部留保の充実を優先課題とし、財務体質の改善及び研究開発活動などに努めてまいります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所市場マザーズにおけるものであります。 

２．平成14年12月10日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価について該当事項はありませ

ん。 

３．同取引所において、平成17年９月22日に監理ポストに、平成17年10月15日に整理ポストに割り当てとなり、平成17年11

月15日付で株式上場廃止となっております。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所市場マザーズにおけるものであります。 

２．同取引所において、平成17年９月22日に監理ポストに、平成17年10月15日に整理ポストに割り当てとなり、平成17年11

月15日付で株式上場廃止となっております。 

  

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高（円） － － 644,000 494,000 217,000 

最低（円） － － 336,000 173,000 59,000 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 152,000 217,000 154,000 166,000 178,000 167,000 

最低（円） 102,000 119,000 121,000 139,000 129,000 59,000 



５【役員の状況】 

(注) １．常勤監査役 井村 稔氏および監査役 金谷 政徳氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18

条第１項に定める社外監査役であります。 

２．取締役 飯島 章子氏は、取締役社長 飯島 朝雄氏の配偶者であります。 

３．監査役 手塚 利己氏は、取締役社長 飯島 朝雄氏の義兄であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役社長 

(代表取締役) 
― 飯島 朝雄 昭和25年７月19日生 

昭和44年４月 セントラル硝子株式会社入社 

中央研究所勤務 

昭和45年２月 ソニー株式会社入社 

昭和60年７月 飯島事務所設立 

昭和62年５月 有限会社ノースエンジニアリン

グ設立 代表取締役 

平成２年11月 当社設立 代表取締役社長（現

任） 

13,730

取締役 ― 村上 貴裕 昭和50年８月24日生 

平成６年４月 株式会社東芝入社 

府中事業所勤務 

平成12年４月 当社入社 

総務部特許課勤務 

平成17年12月 当社取締役（現任） 

― 

取締役 ― 飯島 章子 昭和36年８月１日生 

昭和55年４月 ソニー株式会社入社 

羽田工場勤務 

平成２年11月 株式会社ノースサーキット入社

取締役就任 

平成11年12月 同社取締役退任 

平成17年12月 当社取締役（現任） 

770

常勤監査役 ― 井村 稔 昭和20年10月22日生 

昭和44年４月 株式会社アマダマシニックス入

社 

昭和54年７月 Amada America Inc. 入社 

平成元年７月 株式会社アマダ入社 

ＳＣＭ推進部 参与部長 

平成15年２月 ＧＯＫＯカメラ株式会社入社 

総務部部長 

平成17年12月 当社監査役（現任） 

― 

監査役 ― 金谷 政徳 昭和40年２月15日生 

平成元年４月 太田昭和監査法人入所 

平成11年７月 金谷公認会計士事務所開設 

所長（現任） 

平成13年10月 有限会社スフィア設立 

取締役社長（現任） 

平成17年12月 当社監査役（現任） 

― 

監査役 ― 手塚 利己 昭和16年１月26日生 

昭和34年４月 日産モーター株式会社入社 

恵比寿営業所勤務 

昭和60年８月 飯島事務所入社 

平成16年10月 当社退社 

平成17年12月 当社監査役（現任） 

56

    計 14,556



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状態 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業倫理が強く求められている今日において、ディスクロージャーポリシーに基づき、株主重視・経営の透

明性を高めるべく社内体制を整え、適時かつ公平・公正な情報開示を行っております。今後、さらに経営の透明性を向

上し、株主をはじめとするステークホルダーの方々へ責任を持った経営活動を行ってまいります。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

Ａ．当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

ａ．会社の機関の内容 

 

  

１．取締役会 

取締役は毎月定期的かつ、必要に応じて随時取締役会を開催しております。取締役会は経営の基本方針、法令

で定められた事項、その他経営に関する重要事項の審議を通じて、意思決定の迅速化を図っております。 

  

２．監査役会 

監査役は、取締役会に常時出席するとともに、その他重要な会議にも出席することにより、取締役の職務執行

を充分に監視できる体制となっております。また、監査役は、毎月定期的かつ、必要に応じて随時監査役会を開

催し、監査機能の強化を図っております。 

  

３．内部監査室 

内部監査室では、社内業務全般のコンプライアンス体制の充実・強化を図っております。 

  

４．契約審査委員会 

契約審査委員会は、営業部門だけでなく管理部門によるチェック機能を持たせ、技術移転契約に関する客観的

で厳格な審査を行ないます。以って対外契約業務に関するトラブル回避とコンプライアンス体制の充実・強化を

図っております。 



ｂ．内部統制システムの整備の状況 

内部監査室に取締役を１名配置し、監査役監査と連携しながら内部監査計画に基づいて全社に亘って内部監査

を実施、代表取締役社長および取締役会へ報告するとともに、各業務遂行部署にフィードバックを行なっていま

す。事業で重要な位置を占める技術移転契約の締結に当っては、契約の適法性を審査する契約審査委員会を設置

し、チェックリストを元に厳格な審査を行なってまいります。また、事業経営の有効性と効率性を高めるため、

情報管理システムを導入し情報の一元化、共有化を図っております。平成17年４月１日施行の個人情報保護法に

対しては、個人情報保護方針の策定、個人情報保護規程を設け遵守体制を整備しています。 

ｃ．リスク管理体制の整備の状況 

当社は、研究開発型ベンチャー企業であります。よって、管理本部に特許関連事項に関する専従者を配属し情

報の検索、弁理士との連携を密に行っております。また、社員の機密情報取り扱いに関しましても、会社と個別

に守秘義務契約を締結しております。 

  

Ｂ．当社と当社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係、その他の利害関係の概要 

当社と社外監査役との人的関係、資本的関係、または取引関係その他の利害関係はありません。なお、社外取締役

については現在、選任しておりません。 

  

Ｃ．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの１年間における実施状況 

経営戦略遂行における透明性を図るため、経営面・技術面に関するテーマを主とした取締役及び中堅幹部が出席す

る経営会議を毎月各２回の頻度で開催し、事業や収益の進捗状況など問題点の抽出とその解決を図っております。 

Ｄ．会計監査の状況 

会計監査におきましては、会計監査業務を新日本監査法人に委嘱しており、商法監査および証券取引法について、

期中および期末監査を受けております。 

会計監査の体制は以下の通りであります。 

ａ．業務を執行した公認会計士の氏名 

ｂ．会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士５名、会計士補７名 

(注) 継続監査年数については、７年を超えていないため、記載を省略しております。 

Ｅ．役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下の通りであり

ます。 

ａ．役員報酬 

取締役に支払った報酬 43,508千円 

監査役に支払った報酬  9,700千円 

ｂ．監査報酬 

公認会計士法第２条１項に規定する業務に基づく報酬 24,113千円 

  指定社員 
業務執行社員 

濱吉 廣務 

  指定社員 
業務執行社員 

若松 昭司 

  指定社員 
業務執行社員 

佐藤 森夫 



第５【経理の状況】 
  

１．財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第14期事業年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）及び第15期

事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）の財務諸表について、新日本監査法人による監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第14期

（平成16年９月30日） 
第15期 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※１  662,712 371,194 

２．受取手形   36,875 21,133 

３．売掛金   542,438 226,573 

４. 製品   - 9,993 

５．原材料   13,196 9,330 

６．仕掛品   718 10,728 

７．貯蔵品   932 260 

８．前払費用   13,487 10,431 

９．未収消費税等 ※４  49,306 23,581 

10．その他   4,238 3,805 

貸倒引当金   △ 99,750 △ 199,500 

流動資産合計   1,224,155 47.3 487,533 28.7

Ⅱ 固定資産    

(1) 有形固定資産    

１．建物 ※１ 580,301 575,301  

減価償却累計額  100,128 480,173 131,015 444,285 

２．構築物  28,968 28,968  

減価償却累計額  12,043 16,925 14,782 14,186 

３．機械及び装置  920,959 945,253  

減価償却累計額  589,936 331,023 701,866 243,387 

４．工具器具及び備品  38,831 37,745  

減価償却累計額  26,591 12,240 27,480 10,264 

５．土地 ※１  212,500 212,500 

有形固定資産合計   1,052,862 40.7 924,623 54.4



   
第14期

（平成16年９月30日） 
第15期 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(2) 無形固定資産    

１．営業権   120,000 90,000 

２．特許権   1,310 260 

３．商標権   1,066 1,218 

４．ソフトウェア   3,808 2,409 

５．その他   1,427 1,427 

無形固定資産合計   127,612 4.9 95,316 5.6

(3) 投資その他の資産    

１．関係会社株式   239,038 262,273 

２．長期前払費用   5,649 3,036 

３．敷金及び保証金   52,803 34,680 

４. 保険積立金   - 32,193 

５．その他   36,742 11,907 

投資損失引当金   △ 151,427 △ 151,427 

投資その他の資産合計   182,806 7.1 192,662 11.3

固定資産合計   1,363,281 52.7 1,212,603 71.3

資産合計   2,587,436 100.0 1,700,136 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形   46,948 31,571 

２．買掛金   50,994 2,732 

３．短期借入金 ※１  155,000 50,000 

４．１年以内返済予定の長
期借入金 

※１  363,200 218,400 

５．１年以内償還予定の社
債 

  200,000 220,000 

６．未払金   122,492 29,920 

７．未払費用   76,734 62,882 

８．未払法人税等   4,189 2,849 

９．預り金   3,238 1,057 

10．設備支払手形   62,972 4,293 

11．仮受金   48,000 - 

流動負債合計   1,133,769 43.8 623,705 36.7



  

  

   
第14期

（平成16年９月30日） 
第15期 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．社債   370,000 150,000 

２．長期借入金 ※１  218,400 - 

３．退職給付引当金   20,245 17,154 

固定負債合計   608,645 23.5 167,154 9.8

負債合計   1,742,415 67.3 790,860 46.5

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  1,820,148 70.3 2,076,398 122.1

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金 ※３  1,296,507 1,552,757 

資本剰余金合計   1,296,507 50.1 1,552,757 91.3

Ⅲ 利益剰余金    

１．当期未処理損失   2,271,634 2,719,151 

利益剰余金合計   △2,271,634 △87.7 △2,719,151 △159.9

Ⅳ 自己株式 ※６  - - △   727 △ 0.0

資本合計   845,020 32.7 909,276 53.5

負債資本合計   2,587,436 100.0 1,700,136 100.0

     



②【損益計算書】 

   
第14期

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．技術移転売上高 ※１ 314,746 454,013  

２．製品、商品等売上高  89,606 404,352 100.0 139,088 593,102 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．技術移転売上原価 ※１ 270,517 2,433  

２．製品、商品等売上原価  124,827 395,344 97.8 214,666 217,099 36.6

技術移転売上総利益  44,229 451,580  

製品、商品等売上総損
失（△） 

 △  35,221 △ 75,577  

売上総利益   9,007 2.2 376,002 63.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．役員報酬  71,490 53,208  

２．給与手当  291,231 176,547  

３．賞与  42,708 31,390  

４．退職給付費用  4,793 5,301  

５．旅費交通費  31,819 13,718  

６．支払手数料  24,712 18,195  

７．事務消耗品費  80,861 30,348  

８．顧問料  30,726 33,823  

９．リース料  57,814 72,157  

10．地代家賃  44,479 30,262  

11．業務委託費  13,232 7,181  

12．減価償却費  149,165 118,625  

13．研究開発費 ※２ 266,115 183,685  

14．その他  165,207 1,274,360 315.1 125,640 900,087 151.8

営業損失（△）   △1,265,352 △312.9 △ 524,084 △ 88.4



   
第14期

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  10 16  

２．受取配当金  102 -  

３．地代収入  352 -  

４．助成金受入益  1,989 1,952  

５．廃材等売却益  529 340  

６．受取保証料  - 383  

７．雑収入  782 3,767 0.9 433 3,126 0.5

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  18,364 12,416  

２．社債利息  3,533 2,768  

３．売上割引  175 -  

４．社債発行費  - 18,617  

５．支払保証料  6,005 4,592  

６．新株発行費  8,298 4,715  

７．雑損失  1,027 37,404 9.3 1,953 45,063 7.5

経常損失（△）   △1,298,989 △321.3 △ 566,022 △ 95.4

Ⅵ 特別利益    

１．役員退職慰労引当金戻
入益 

 25,510 -  

２．投資有価証券売却益  20,887 -  

３．契約解除和解金等 ※３ - 38,471  

４．特許権等譲渡益  - 145,270  

５．契約解除損失補填金 ※４ - 46,397 11.5 48,000 231,741 39.1

     



   
第14期

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※５ 5,308 0  

２．固定資産除却損 ※６ 195 3,116  

３．貸倒引当金繰入額  99,750 99,750  

４．投資損失引当金繰入額  151,427 －  

５．契約解除清算損 ※７ 304,500 －  

６．本社事務所移転費用  － 561,181 138.8 8,858 111,726 18.8

税引前当期純損失(△)   △1,813,772 △448.6 △ 446,006 △ 75.1

法人税、住民税及び事
業税 

  24,190 5.9 1,510 0.3

当期純損失(△)   △1,837,962 △454.5 △ 447,516 △ 75.4

前期繰越損失(△)   △ 433,671 △2,271,634 

当期未処理損失(△)   △2,271,634 △2,719,151 

     



売上原価明細書 

  

  

   
第14期

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 技術移転売上原価    

当期商品仕入高   270,517 2,433 

技術移転売上原価   270,517 68.4 2,433 1.1

Ⅱ 製品、商品等売上原価    

(1）商品売上原価    

当期商品仕入高   28,747 5,085 

商品売上原価   28,747 5,085 

(2）製品等売上原価    

材料費   10,677 31,907 

労務費   30,401 58,253 

経費    

減価償却費  24,867 44,376  

その他  30,268 55,136 95,046 139,423 

当期総製造費用   96,215 229,584 

期首仕掛品棚卸高   583 718 

期末仕掛品棚卸高   718 10,728 

当期製品製造原価   96,080 219,574 

期末製品棚卸高   - 9,993 

製品等売上原価   96,080 209,580 

製品、商品等売上原価   124,827 31.6 214,666 98.9

売上原価   395,344 100.0 217,099 100.0



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
第14期

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純損失  △  1,813,772        △    446,006 

減価償却費  200,326 185,970 

貸倒引当金の増加額  99,750 99,750 

退職給付引当金の増加
額又は減少額(△) 

 4,034 △     3,091 

役員退職慰労引当金の
減少額 

 △    26,820 - 

投資損失引当金の増加
額 

 151,427 - 

受取利息及び受取配当
金 

 △     113 △       16 

支払利息  18,364 12,416 

社債利息  3,533 2,768 

社債発行費  - 18,617 

新株発行費  8,298 - 

為替差損又は為替差益
(△) 

 7 △      443 

投資有価証券売却益  △    20,887 - 

固定資産売却損  5,308 0 

固定資産除却損  195 3,116 

契約解除清算損  304,500 - 

売上債権の減少額  861,025 331,607 

たな卸資産の増加額
(△)又は減少額 

 12,614 △     15,465 

前払費用の減少額  614 2,612 

未収消費税等の増加額
又は減少額(△) 

 △    30,718     25,725 

その他流動資産の減少
額又は増加額(△) 

 △    2,233 430 



   
第14期

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

仕入債務の減少額  △   339,891 △     63,639 

未払金の減少額  △    5,550 △     69,172 

未払費用の減少額  △    19,979      △     13,647 

預り金の減少額  △    3,904 △     2,180 

その他流動負債の増加
額又は減少額(△) 

 48,000 △     48,000 

その他  △      43 1,460 

小計  △   545,915 22,812 

利息及び配当金の受取
額 

 112 18 

利息の支払額  △    22,402 △     14,946 

法人税等の支払額  △    23,720 △     2,850 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △   591,926 5,034 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金等の預入によ
る支出 

 △    3,600 - 

定期預金等の払戻によ
る収入 

 20,629 - 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △   160,953 △    108,454 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 64,250 55 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △    76,778 △     1,051 

関連会社株式の取得に
よる支出 

 △    4,171 △     23,234 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 25,942 - 

出資金の払戻しによる
収入 

 20 - 

長期前払費用の支払  △     322 - 

敷金保証金受取額  1,462 26,656 

敷金保証金支払額  △     647 △     8,562 

保険積立金の積立て  △    7,357 △     7,357 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △   141,526 △    121,950 



  

  

   
第14期

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入れによる収入  450,000 100,000 

短期借入金の返済によ
る支出 

 △   395,000 △    205,000 

長期借入れによる収入  330,000 - 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △   397,820 △    363,200 

社債の償還による支出  △   100,000 △    200,000 

株式の発行による収入  1,101,648 493,882 

自己株式の取得による
支出 

 - △      727 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 988,828 △    175,045 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △      7 443 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額又は減少額(△) 

 255,368 △    291,517 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 395,343 650,712 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 650,712 359,194 

   



④【損失処理計算書】 

（注） 第14期の次期繰越損失は、平成17年８月15日の AFlextech Inc.との契約の合意解除に伴い、平成17年12月22日に開催されま

した株主総会において新たに決議を受け、承認可決されております。 

  

    
第14期

株主総会承認日 
（平成17年12月22日） 

第15期 
株主総会承認日 

（平成17年12月22日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失    2,271,634 2,719,151

     

Ⅱ 次期繰越損失    2,271,634 2,719,151

     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

第14期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当社は、当事業年度において売上高が前事業年度に比

べて1,205百万円減少した結果、1,265百万円の営業損失

を計上し、特別損失として貸倒引当金繰入額99百万円、

投資損失引当金繰入額151百万円、契約解除清算損304百

万円等を計上した結果、1,837百万円の当期純損失とな

っており、また、営業キャッシュフローにつきまして

も、前事業年度698百万円、当事業年度591百万円と継続

してマイナスとなっております。当該状況により、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

また、当社は平成16年３月に台湾のエイ・フレックス

テック社と技術移転契約を締結し売上高310百万円を計

上しましたが、当該契約には取締役会の承認を得ないま

ま取り交わされていた覚書が存在しておりました。当該

覚書には、実質的には売上代金の支払いに充当されるこ

ととなる同社への貸付を行うこと及び当該貸付が行われ

なかった場合には技術移転契約を遡及的に解除するとの

条項が含まれておりました。当社は、当該契約に基づく

売上については、本来、売上に計上すべきではなかった

取引であると判断し、平成17年９月21日開催の臨時取締

役会において、同社への技術移転ライセンス契約による

売上高310百万円及びこれに関連する経理処理を発生当

時に遡及し、訂正する決議をいたしました。当社は、翌

日、この事実を東京証券取引所において公表し、同日、

当社株券は監理ポストに割当てられました。 

当該状況により当社が進める技術移転交渉には、契約

の遅延、見直し等の影響が生じる可能性が高まってお

り、訂正報告書提出日現在では、新たな継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。 

  

当社は当該状況を解消すべくコンプライアンス体制の

確立に取り組んでまいります。 

今後の技術移転契約に際しましては、営業部門のほか

管理部門メンバーから構成される契約審査委員会（取締

役経営企画室長大野正、管理本部長川崎和紀）を設置

し、客観的で厳格な審査を行います。 

  

このほか当該状況の再発防止と致しまして、取引先と

の個人契約の禁止、技術移転契約に関する付随条項を別

途契約することを禁止し全て本契約の付随条項もしくは

添付別紙とするなど技術移転契約締結の手続きを詳細に

規則として定め契約手続きを統一化いたします。特に技

術移転契約締結における代表取締役社長名の署名・捺印

にあたっては、立会人の帯同を義務付け、手続きを厳格

化いたします。 

当社は、前事業年度において1,265百万円の営業損失

及び1,837百万円の当期純損失を計上し、当事業年度に

おきましても524百万円の営業損失及び447百万円の当期

純損失を継続して計上しております。また、平成16年３

月の台湾の AFlextech Inc.（エイ・フレックステック

社）に対する売上高を遡及して訂正したことから当社は

平成17年11月15日に上場廃止となりましたが、これによ

り技術移転契約交渉には遅延、見直し等の影響が生じて

いるほか、一部の金融機関からは融資の期限前返済を求

められたため、平成17年11月30日に同金融機関からの借

入額50,000千円の一括返済を行っております。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。 

当社は当該状況を解消すべく、ビジネスモデルの見直

しを含む中期経営計画を策定いたしました。現在、複数

の企業と業務及び資金調達に関する交渉を行っておりま

す。また、技術移転契約に関するコンプライアンス体制

の確立のため、以下の方針で取り組んでまいります。 

今後の技術移転契約に際しましては、営業部門のほか

管理部門メンバーから構成される契約審査委員会を設置

し、客観的で厳格な審査を行います。 

このほか当該状況の再発防止と致しまして、取引先と

の個人契約の禁止、技術移転契約に関する付随条項を別

途契約することを禁止し全て本契約の付随条項もしくは

添付別紙とするなど技術移転契約締結の手続きを詳細に

規則として定め契約手続きを統一化いたします。特に技

術移転契約締結における代表取締役社長名の署名・捺印

にあたっては、立会人の帯同を義務付け、手続きを厳格

化いたします。 

当事業年度におきましては、ライセンシーにおける量

産の開始、新たな半導体分野での共同開発の進展などが

あり、平成16年３月当時よりも当社技術に対する理解と

評価は確実に高まっているものと考えております。 

今後は企業の社会的責任を十分に自覚し、信頼の回復

に全社をあげて取り組み、当社の NMBI 技術の移転に取

り組んでまいります。 

  

以上により、継続企業の前提に関する重要な疑義を解

消できるものと判断しております。 

  

従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を反映しており

ません。 



第14期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

平成17年９月期におきましては、ライセンシーにおけ

る量産の開始、新たな半導体分野での共同開発の進展な

どがあり、平成16年３月当時よりも当社技術に対する理

解と評価は確実に高まっているものと考えております。 

今後は企業の社会的責任を十分に自覚し、信頼の回復

に全社をあげて取り組み、当社のNMBI技術の移転に取り

組んでまいります。 

また、以下に掲げる諸施策を柱とする経営計画を策

定し、抜本的かつ継続的な事業改革を実現するため、

着実に実行してまいります。 

  

  

１．資金調達について 

資金調達につきましては、平成16年８月14日付で第三

者割当てによる新株式の発行（発行株式数1,767株、１

株当たり発行価額283,000円）により500百万円、平成16

年９月25日付で第三者割当てによる新株式の発行（発行

株式数2,898株、１株当たり発行価額207,000円）により

599百万円を調達いたしました。 

また、重要な後発事象に記載のとおり、平成16年12月

15日開催の取締役会において無担保転換社債型新株予約

件付社債の発行を決議し、平成17年１月５日を払込期日

として512百万円を調達する予定となっております。 

なお、さらなる資金調達につきましても、ライセンシ

ーにおける当社技術を用いた量産開始が重要なポイント

となると考えておりますが、ライセンシー１社（ソニー

ケミカル株式会社）が平成17年夏から量産を開始するこ

ととなりました。これにより、今後の技術移転の伸展及

び財務の強化が可能と考えております。 

  

２．既存ライセンシーに対する量産支援活動の強化につ

いて 

既存ライセンシー及び新規ライセンシーからのコスト

競争力強化の要求に応え、さらなるコストダウンを実現

するために、材料コストの大幅削減が可能なNMSIの量産

技術開発を平成16年10月に完成いたしました。本年11月

より既存ライセンシーにリリースを開始するとともに、

NMSIの技術移転活動も開始いたします。また、ライセン

シーによる量産設備の投資額削減のため、NMBI、NMSIの

専用生産設備のコストダウンへの取り組みを設備メーカ

ーと共同で実施してまいります。これらにより、セット

メーカーの需要にすばやく対応できるNMBI、NMSIのライ

センシーにおける量産化への支援体制を整えてまいりま

す。 



  
  

  次へ 

第14期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

３．自社生産体制の強化について   

ライセンシーの量産体制が構築されるまでの間、セッ

トメーカーからの需要に対応するため、当社の生産施設

であるテクノセンターにおいてNMBI、NMSIの中間材を量

産し、ライセンシーに供給できる体制を構築してまいり

ました。クリーンルームの拡充を始め、平成16年３月に

品質ISO、平成16年９月にソニー株式会社のグリーンパ

ートナー認定を取得するなど、品質保証体制を着実に強

化してまいりました。次年度からの量産開始にあたりま

して、生産性向上による中間材の安定供給、品質の向上

及び製造コストの削減を重点的に推進いたします。 

  

以上２及び３の活動の成果をもって、新規技術移転の

促進を図るため、営業体制においては技術に精通した人

材をさらに追加し、技術営業力の強化に取り組んでまい

ります。 

  

４．研究開発活動の強化について 

携帯用エレクトロニクス製品に求められるお客様のニ

ーズを迅速かつ正確に把握し、当社技術を搭載した製品

を早期に実現することを目的として、当社エンジニアに

よるデザインイン活動をさらに強化してまいります。具

体的には、平成15年７月より米国テセラ社と共同で半導

体パッケージ基板の開発を開始いたしており、また、平

成15年８月より国内大手半導体メーカーとの間でテープ

タイプの半導体パッケージ基板の共同開発を実施中であ

ります。また、アルプス電気株式会社と高周波対応のキ

ャパシタ内蔵基板の共同開発を実施しており、平成16年

６月には同社より開発状況が発表されました。さらに、

国家予算による産官学連携の共同研究開発が平成17年４

月より正式に開始する予定であります。 

  

５．経費削減について 

以前より経費削減に取り組んでまいりました結果、IR

広報費16百万円、旅費交通費13百万円、交際接待費13百

万円等トータルで前期比72百万円を削減いたしました。

次期においては、管理体制の見直しにより業務の円滑化

を図るとともに退職者の補充抑制、事務所スペースの縮

小などに取り組み、さらなる削減をしてまいります。 

  

以上により、継続企業の前提に関する重要な疑義を解

消できるものと判断しております。 

  

従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を反映しており

ません。 



重要な会計方針 

項目 

第14期 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

第15期 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

関連会社株式 関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 原材料、貯蔵品 (1) 原材料、貯蔵品 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

同左 

  (2) 仕掛品 (2) 仕掛品 

   個別法による原価法を採用しており

ます。 

量産品 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

量産品以外 

個別法による原価法を採用して

おります。 

    (3) 製品 

    移動平均法による原価法を採用し

ております。 

    (追加情報) 

    当社は従来仕掛品の評価基準及び

評価方法として、個別法による原価

法を採用しておりますが、当事業年

度より、当社の生産施設であるテク

ノセンターにおいて量産活動を開始

したことに伴い、量産品に係る仕掛

品及び製品の評価基準及び評価方法

については移動平均法による原価法

を採用することといたしました。 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

同左 

    

建物 ３～38年

機械及び装置 ２～11年

  

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 同左 

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づいております。 

また、営業権については商法施行規

則に規定する最長期間（５年）に基づ

く均等償却によっております。 

  



項目 

第14期 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

第15期 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

４．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 (1) 新株発行費 

  支出時に全額費用として処理してお

ります。 

同左 

  (2)     ────── (2) 社債発行費 

    

  

支出時に全額費用として処理して

おります。 

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法（簡便法）

により、当事業年度末における退職給

付債務額を計上しております。 

同左 

  (3) 役員退職慰労引当金   

  ──────   

  (追加情報)   

  従来、役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく期末要

支給額相当額を計上しておりました

が、平成16年10月18日の取締役会にお

いて、役員退職慰労金制度の廃止を決

定いたしました。この役員退職慰労金

制度の廃止に伴い、前事業年度末の役

員退職慰労引当金残高のうち、当事業

年度未使用残高25,510千円を取崩し、

特別利益に計上しております。 

  

  (4) 投資損失引当金 (3) 投資損失引当金 

  関係会社株式の価値の減少による損

失に備えるため、投資先の財政状態等

を勘案し、個別検討による必要額を計

上しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 



  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

項目 

第14期 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

第15期 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

同左 

第14期 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

第15期 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

────── (貸借対照表) 

  前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しておりました「保険積立金」は、当事業年度に

おいて、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記

しております。 

なお、前事業年度の「保険積立金」の金額は24,835千

円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第14期 

（平成16年９月30日） 

第15期 

（平成17年９月30日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 ※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 担保に供している資産は次のとおりであります。 
  

   

建物 290,076千円

土地 212,500千円

計 502,576千円

定期預金 12,000千円

建物 280,317千円

土地 212,500千円

計 504,817千円

なお、450,000千円を極度額とした根抵当権を設

定しております。 

なお、600,000千円を極度額とした根抵当権を設

定しております。 

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 
  

短期借入金 105,000千円

１年以内返済予定の長期借
入金 

260,000千円

長期借入金 185,000千円

計 550,000千円

  

１年以内返済予定の長期借
入金 

185,000千円

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 
  

授権株式数 普通株式 108,864株

発行済株式総数 普通株式 35,211株

授権株式数 普通株式 108,864株

発行済株式総数 普通株式 39,712.2株

※３ 平成13年12月21日開催の定時株主総会において下

記の欠損填補を行っております。 

 ３       ────── 

  
資本準備金 707,421千円

※４ 仮払消費税等が、仮受消費税等を超過したため、

消費税等の還付見込額を計上しております。 

※４          同左 

５ 資本の欠損の額は2,271,634千円であります。 ５ 資本の欠損の額は2,719,879千円であります。 

※６       ────── ※６ 自己株式 

  自己が所有する自己株式の数は、普通株式5.2

株であります。 



（損益計算書関係） 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

第14期 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

第15期 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

※１ 当期の技術移転は１件であります。 

なお、技術移転売上高及び同売上原価には、技術

移転契約に含まれる製造設備の売上高及び仕入高

が、含まれております。 

※１ 当期の技術移転は１件であります。 

なお、技術移転売上高及び同売上原価には、技術

移転契約に含まれる製造設備の売上高及び仕入高

が、含まれております。 

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 
  

一般管理費に含まれる研究
開発費 

266,115千円 一般管理費に含まれる研究
開発費 

183,685千円

※３       ────── ※３ 契約解除和解金等 

  ライセンシーの技術移転契約解除に伴う和解金等

であります。 

※４       ────── ※４ 契約解除損失補填金 

  ライセンシーの技術移転契約解除に伴う損失につ

き、当社代表取締役から受けた補填額であります。 

※５ 固定資産売却損の内訳 ※５ 固定資産売却損の内訳 
  

機械及び装置 174千円

土地 5,134千円

計 5,308千円

  
機械及び装置 0千円

※６ 固定資産除却損の内訳 ※６ 固定資産除却損の内訳 
  

車両運搬具 23千円

工具器具及び備品 171千円

計 195千円

建物 2,945千円

工具器具及び備品 170千円

計 3,116千円

※７ 契約解除清算損 ※７       ────── 

ライセンシーの技術移転契約解除に伴う清算損で

あります。 

  

第14期 

（自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日） 

第15期 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在）
  
現金及び預金勘定 662,712 千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △ 12,000 千円

現金及び現金同等物 650,712 千円

現金及び預金勘定 371,194 千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △ 12,000 千円

現金及び現金同等物 359,194 千円

２       ────── ２ 重要な非取引資金の内容 
  

新株予約権の権利行使による資本金

増加額 
256,250 千円

新株予約権の権利行使による資本準

備金増加額 
256,250 千円

新株予約権の権利行使による新株予

約権付社債減少額 
512,500 千円



(リース取引関係） 

  

  

  次へ 

第14期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置 475,085 136,553 338,532

工具器具及び
備品 

6,437 1,072 5,364

ソフトウェア 14,592 4,921 9,670

合計 496,114 142,547 353,567

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置 419,785 162,384 257,401 

工具器具及び
備品 

6,437 2,360 4,076 

ソフトウェア 21,042 8,676 12,365 

合計 447,264 173,421 273,843 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 83,513千円

１年超 275,561千円

合計 359,074千円

１年内 86,324千円

１年超 195,687千円

合計 282,011千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  

支払リース料 84,952千円

減価償却費相当額 78,987千円

支払利息相当額 10,238千円

支払リース料 92,537千円

減価償却費相当額 86,173千円

支払利息相当額 9,024千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成16年９月30日現在） 

１．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

(注) 当事業年度において、従来その他有価証券で保有していた株式を関連会社株式に変更しております。この結果、関係会社

株式が234,866千円増加し、投資有価証券が同額減少しております。 

  

当事業年度（平成17年９月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

25,942 20,887 - 

  貸借対照表計上額（千円） 

関連会社株式 

非上場外国株式 239,038 

  貸借対照表計上額（千円） 

関連会社株式 

非上場外国株式 262,273 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

当事業年度において、デリバティブ取引に係る契約残高はありませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

当事業年度において、デリバティブ取引に係る契約残高はありませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

(注) 当社は、簡便法（自己都合要支給額）により退職給付債務を算定しております。 

  

３．退職給付費用の内訳 

  

４．退職給付債務等の計算基礎 

該当事項はありません。 

  
第14期

（平成16年９月30日） 
第15期 

（平成17年９月30日） 

(1) 退職給付債務（千円） △ 20,245 △ 17,154 

(2) 会計基準変更時差異の未処理額（千円） - - 

(3) 退職給付引当金（千円）(1)＋(2) △ 20,245 △ 17,154 

  
第14期

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

退職給付費用 

(1）勤務費用（千円） 5,037 4,986 

(2）会計基準変更時差異の費用処理額 
（千円） 

- - 

(3）退職給付費用（千円）(1）＋(2） 5,037 4,986 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差額の原因となった項目別内訳 

  

項目 
第14期

（平成16年９月30日） 
第15期 

（平成17年９月30日） 

  
繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 

投資損失引当金 

ゴルフ会員権評価損否認 

賞与引当金損金算入限度超過額 

退職給付引当金損金算入限度超過
額 

契約解除清算損 

繰越欠損金 

その他 

繰延税金資産  小計 

評価性引当額 

繰延税金資産  合計 

  
千円

40,598 

61,630 

31,468 

8,244 

7,695 

123,931 

930,269 

10,094 

1,213,932 

△  1,213,932 

- 

千円

81,196 

61,630 

31,468 

8,974 

6,981 

- 

1,106,694 

19,411 

1,316,359 

△  1,316,359 

- 

第14期 
（平成16年９月30日） 

第15期
（平成17年９月30日） 

税引前当期純損失が計上されたことにより、記載して

おりません。 

同左 



（持分法損益等） 

第14期（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

(注) 当社は NMBG (H.K.) Limited に対して平成16年４月１日以降、取締役を派遣した事により同社に対して実質的な影

響力を有することとなったと判断し、当事業年度より同社を新たに関連会社といたしました。 

なお、同社株式に対して投資損失引当金151,427千円を計上しております。 

  

第15期（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

(注) 同社株式に対して投資損失引当金151,427千円を計上しております。 

  

  

関連会社に対する投資の金額（千円） 239,038 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 175,223 

持分法を適用した場合の投資損失の金額（千円） 5,941 

関連会社に対する投資の金額（千円） 262,273 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 195,418 

持分法を適用した場合の投資損失の金額（千円） 9,631 



【関連当事者との取引】 

第14期（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

第15期（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

役員および個人主要株主等 

(注) 台湾の AFlextech Inc.（エイ・フレックステック社）との技術移転契約の合意解除に伴う経営責任を明確にする為、同社

への返金額と同額の無償贈与を受けたものであります。 

  

属性 氏名 住所 
資本金又

は出資金

(千円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の被所有

割合(％) 

関係内容

取引の内

容 

取引金額 
(千円) 科目 

期 末 残

高 
(千円) 

役員の兼

任等 
事業上の

関係 

役員及び

個人主要

株主 

飯島朝

雄 
─ ─ 

  当社  

代表取締役 

(被所有）

直接

34.57％ 
─ ─

技術移転

契約の解

除に伴う

損失の補

填金 

48,000 ─ ─ 



（１株当たり情報） 

(注) １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

第14期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

１株当たり純資産額 23,998円77銭

１株当たり当期純損失金額 59,643円14銭

１株当たり純資産額 22,899円65銭 

１株当たり当期純損失金額 11,773円35銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されているため記

載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されているため記

載しておりません。 

  
第14期

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

第15期 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１株当たり当期純損失金額    

当期純損失（千円） 1,837,962 447,516 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,837,962 447,516 

期中平均株式数（株） 30,816 38,011 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

旧商法280条の19の規定に基づく

新株引受権（ストックオプショ

ン）１種類（目的となる株式の数 

28株）。 

これらの詳細は「第４提出会社の

状況、１ 株式等の状況、(２)新

株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。 

旧商法280条の19の規定に基づく

新株引受権（ストックオプショ

ン）１種類（目的となる株式の数 

８株）。 

これらの詳細は「第４提出会社の

状況、１ 株式等の状況、(２)新

株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。 



（重要な後発事象） 

第14期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１ 多額な社債の発行 当社株式は平成17年９月22日に東京証券取引所から監

理ポストに割当てられ、平成17年10月15日には整理ポス

トに割当てられました。整理ポスト割当期間は、平成17

年10月15日から平成17年11月14日までであり、平成17年

11月15日をもって上場廃止となりました。 

当社は平成16年12月15日開催の取締役会決議によ

り、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行

を決議しております。 

① 発行価額 額面100円につき金102.5円 

② 発行総額 512,500千円（額面総額500,000千円） 

③ 利率   本社債には利息を付さない。 

④ 償還方法及び期限 

イ．満期償還 

 平成21年１月５日（償還期限）にその総額

を額面100円につき100円で償還する。 

ロ．当社の選択による繰上償還 

 当社は、株式交換又は株式移転により他の

会社の完全子会社となることを株主総会で決

議した場合、その選択により、本新株予約権

付社債の社債権者に対して、償還日から30日

以上60日以内の事前通知をしたうえで当該株

式交換又は株式移転の効力発生日以前に、残

存する本社債全部（一部は不可）を額面100

円につき金102.5円で繰上償還することがで

きる。 

ハ．本社債権者の選択による繰上償還 

 本社債権者は、その選択により、平成19年

１月５日及び平成20年１月７日にその保有す

る本社債の全部又は一部を額面100円につき

金100円で繰上償還することを当社に対し請

求する権利を有する。 

ニ．買入消却 

 当社は、本新株予約権付社債の発行日の翌

日以降いつでも本社債を買い入れ、これを保

有し、転売し、又は消却することができる。 

⑤ 新株予約権の内容 

イ．本社債に付された本新株予約権の数 

 各本社債に付された本新株予約権の数は１

個とし、合計25個の本新株予約権を発行す

る。 

ロ．本新株予約権の発行価額 

 無償とする。 



第14期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

ハ．本新株予約権の目的である株式の種類及び数   

 本新株予約権の目的である株式の種類は当

社普通株式とし、その行使により当社が当社

普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当

社の保有する当社普通株式を移転（以下当社

普通株式の発行又は移転を「発行・移転」と

いう。）する数は、行使請求に係る本社債の

発行価額の総額をニ．に定める転換価額で除

した数とする。但し、行使により生じる１株

の100分の１未満の端数は切り捨て、現金に

よる調整は行わない。また、本新株予約権の

行使により１株の100分の１の整数倍の端株

が発生する場合、商法に定める端株の買取請

求権が行使されたものとして現金により精算

する。 

ニ．新株予約権の行使時の払込金額 

１ 各本新株予約権の行使に際して払込をなす

べき額は、本社債の発行価額と同額とす

る。 

２ 転換価額は、当初117,000円とする。 

３ 転換価額の修正 

 本新株予約権付社債の発行後、毎月第２

金曜日（以下「修正日」という。）まで

（同日を含む。）の３連続取引日（但し、

終値のない日は除く。）の東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値の

平均値の90％に相当する金額の１円未満の

端数を切り上げた金額（以下「修正日価

額」という。）が、当該修正日の直前に有

効な転換価額を１円以上下回る場合には、

転換価額は、当該修正日の翌日以降、当該

修正日価額に修正される。但し、かかる修

正後の転換価額が58,500円（以下「下限転

換価額」という。）を下回ることとなる場

合には転換価額は下限転換価額とする。下

限転換価額は、本欄第４項の規定を準用し

て調整される。上記３連続取引日の間に本

欄第４項に基づく調整の原因となる事由が

発生した場合には、当該３連続取引日の東

京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の終値は当該事由を勘案して調整され

るものとする。 

 本新株予約権のいずれかの行使にあたっ

て上記修正が行われる場合には、当社は、

かかる行使の際に、当該本社債権者に対

し、修正後の転換価額を通知するものとす

る。 



第14期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

４ 転換価額の調整   

(1）当社は、当社が本新株予約権付社債の発行後、本

項第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式

数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性が

ある場合には、次に定める算式（以下「転換価額

調整式」という。）をもって転換価額を調整す

る。 
  

        

既発行 
株式数 ＋ 

新発行・ 
処分株式数 

× 
１株当りの
発行・処分
価額 

調整後 
転換価額 ＝ 

調整前 
転換価額 × 

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数

(2）転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合

及びその調整後の転換価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。 

① 本項第(4)号②に定める時価を下回る発行価額

又は処分価額をもって普通株式を新たに発行

し、又は当社の保有する当社の普通株式を処分

する場合（但し、当社普通株式の発行・移転を

請求できる新株予約権の行使及び株式交換又は

合併により当社の普通株式を発行・移転する場

合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日以降又はかかる

発行若しくは処分のための株主割当日がある場

合はその日の翌日以降これを適用する。 

② 株式分割により普通株式を発行する場合 

調整後の転換価額は、株式分割のための株主割

当日の翌日以降これを適用する。但し、配当可

能利益から資本に組入れられることを条件にそ

の部分をもって株式分割により普通株式を発行

する旨取締役会で決議する場合は、当該配当可

能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終

結の日の翌日以降これを適用する。 

なお、上記但書の場合において、株式分割のた

めの株主割当日の翌日から当該配当可能利益の

資本組入れの決議をした株主総会の終結の日ま

でに行使請求をなした者に対しては、次の算出

方法により、当社の普通株式を発行・移転す

る。但し、株券の交付については別記（新株予

約権付社債に関する事項）（注）第４項の規定

を準用する。 
  

株式数 ＝ 

（調整前転換価額 
－調整後転換価額） 

×
調整前転換価額により 
当該期間内に発行・移転
された株式数 

調整後転換価額 

この場合、１株未満の端数は切り捨て、現金に

よる調整は行わない。 



第14期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

③ 本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をも

って当社の普通株式に転換される証券若しくは

転換できる証券又は当社の普通株式の発行・移

転を請求できる新株予約権若しくは新株予約権

付社債を発行又は付与する場合 

  

調整後の転換価額は、発行又は付与される証券

又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の全

てが当初の転換価額で転換され、又は当初の行

使価額で行使され、当社の普通株式が新たに発

行されたものとみなして転換価額調整式を適用

して算出するものとし、払込期日（新株予約権

が無償にて発行される場合は発行日）以降、又

は、その証券の発行若しくは付与のための株主

割当日がある場合は、その日の翌日以降これを

適用する。 

(3）転換価額調整式により算出された調整後の転換価

額と調整前の転換価額との差額が１円未満にとど

まる限りは、転換価額の調整はこれを行わない。

但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が

発生し、転換価額を調整する場合には、転換価額

調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価

額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(4） 

① 転換価額調整式の計算については、円位未満小

数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入す

る。 

② 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転

換価額が初めて適用される日に先立つ45取引日

目に始まる30取引日の東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値

のない日数を除く。）とする。この場合、平均

値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、

小数第２位を四捨五入する。 

③ 転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株

主割当日がある場合はその日、また、株主割当

日がない場合は、調整後の転換価額を初めて適

用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済

普通株式数から、当該日において当社の保有す

る当社の普通株式を控除した数とする。 

(5）本項第(2)号の転換価額の調整を必要とする場合

以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な

転換価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、商法第373条に定め

られた新設分割、商法第374条ノ16に定められ

た吸収分割、株式交換又は合併のために転換価

額の調整を必要とするとき。 



  

  

第14期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第15期
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

② その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能

性が生じる事由の発生により転換価額の調整を

必要とするとき。 

  

③ 転換価額を調整すべき複数の事由が相接して発

生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事

由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6）本項第(2)号の規定にかかわらず、本項第(2)号に

基づく調整後の転換価額を初めて適用する日が本

欄第３項に基づく転換価額の修正日と一致する場

合には、本項第(2)号に基づく転換価額の調整は

行わないものとする。但し、この場合も、下限転

換価額については、かかる調整を行うものとす

る。 

(7）本欄第４項により転換価額の調整を行うときに

は、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びに

その事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額

及びその適用開始日その他必要な事項を当該適用

開始日の前日までに公告する。但し、本項第(2)

号②但書に示される株式分割の場合その他適用開

始日の前日までに上記公告を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

また、本項第(6)号の規定が適用される場合に

は、かかる公告は下限転換価額の調整についての

み効力を有する。 

⑥ 発行日 

 平成17年１月５日 

⑦ 担保 

 本社債には物上担保及び保証は付されておら

ず、また本新株予約権付社債のために特に留保さ

れている資産はありません。 

⑧ 資金の使途 

 手取り概算額492,500千円のうち設備資金に約

50,000千円、残額を運転資金に充当する予定で

す。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

  

  



【有形固定資産等明細表】 

(注) 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 580,301 541 5,541 575,301 131,015 33,482 444,285

構築物 28,968 - - 28,968 14,782 2,738 14,186

機械及び装置 920,959 24,293 - 945,253 701,866 111,930 243,387

工具器具及び備品 38,831 1,540 2,627 37,745 27,480 3,289 10,264

土地 212,500 - - 212,500 - - 212,500

建設仮勘定 - 2,178 2,178 - - - -

有形固定資産計 1,781,562 28,554 10,347 1,799,768 875,144 151,441 924,623

無形固定資産   

営業権 150,000 - - 150,000 60,000 30,000 90,000

特許権 2,979 748 1,661 2,065 1,805 367 260

商標権 1,278 303 - 1,581 362 150 1,218

ソフトウェア 14,257 - - 14,257 11,847 1,398 2,409

その他（電話加入権） 1,427 - - 1,427 - - 1,427

無形固定資産計 169,941 1,051 1,661 169,331 74,015 31,916 95,316

長期前払費用 10,070 - 1,700 8,369 5,333 2,612 3,036

  機械及び装置 テクノセンター 高温真空プレス機 9,950千円

      クリーニングカッター装置 7,345千円

      コンプレッサー一式 3,385千円



【社債明細表】 

(注) １．（ ）書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２. 無担保転換社債型新株予約権付社債に関する記載は次の通りであります。 

（注）転換価格は当初の契約上の価格であります。 

なお、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債は、平成17年５月13日をもって、株式への転換が全額完了しておりま

す。 

３．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

(注) 平均利率については、期中の各月末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

第２回無担保社債 
（設備資金） 

平成15年３月31日
100,000 
(100,000) 

-
(   -) 

0.63 なし 平成17年３月31日

第３回無担保社債 
（設備資金） 

平成15年３月31日 120,000 
120,000
(120,000) 

0.69 なし 平成18年３月31日

第４回無担保社債 
（設備資金） 

平成15年３月31日
350,000 
(100,000) 

250,000
(100,000) 

0.50 なし 平成20年３月31日

第１回無担保転換社債
型新株予約権付社債 

平成17年１月５日 ― ― ― なし 平成21年１月５日

合計 ― 
570,000 
(200,000) 

370,000
(220,000) 

― ― ― 

銘柄 
新株予約権を 
行使できる期間 

転換価格
（円） 

発行株式
発行価額の総額
（千円） 

資本組入額 
（千円） 

第１回 
平成17年１月６日～
平成20年12月22日 

117,000 普通株式 512,500 256,250 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

220,000 100,000 50,000 ― ― 

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 155,000 50,000 2.877 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 363,200 218,400 1.890 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 218,400 － 1.795 － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 736,600 268,400 － － 



【資本金等明細表】 

(注)１．既発行株式の当期増加は、次のとおりであります。 

新株予約権の行使         4,501.2株 

２．資本金及び資本準備金の当期増加額は次のとおりであります。 

資本金    新株予約権の行使  256,250千円 

資本準備金  新株予約権の行使  256,250千円 

３．当期末における自己株式数は、5.2株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 1,820,148 256,250 - 2,076,398

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１、３ （株） （35,211） （4,501.2） （   -） （39,712.2）

普通株式（注）２ （千円） 1,820,148 256,250 - 2,076,398

計 （株） （35,211） （4,501.2） （   -） （39,712.2）

計 （千円） 1,820,148 256,250 - 2,076,398

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金（注）２ （千円） 1,296,507 256,250 - 1,552,757

計 （千円） 1,296,507 256,250 - 1,552,757

利益準備金及
び任意積立金 

（任意積立金）    

－ （千円） - - - -

計 （千円） - - - -

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 99,750 99,750 - - 199,500

投資損失引当金 151,427 - - - 151,427



(2）【主な資産及び負債の内容】 

ａ．資産の部 

イ．現金及び預金 

  

ロ．受取手形 

(イ) 相手先別内訳 

  

(ロ) 期日別内訳 

区分 金額（千円）

現金 1,012 

預金の種類 

当座預金 27,414 

普通預金 229,836 

定期預金 112,008 

外貨建普通預金 922 

小計 370,182 

合計 371,194 

相手先 金額（千円）

ソニーケミカル株式会社 21,133 

合計 21,133 

期日別 金額（千円）

平成17年10月 2,157 

〃 11月 6,325 

〃 12月 6,491 

平成18年１月 6,158 

合計 21,133 



ハ．売掛金 

(イ) 相手先別内訳 

  

(ロ) 売掛金滞留状況 

  

ニ．製品 

  

ホ．原材料 

相手先 金額（千円）

サンタ軽金属工業株式会社 199,500 

Socketstrate, Inc. 15,003 

イデアシステム株式会社 3,572 

ソニーケミカル株式会社 3,283 

MFS Technologies (S) Pte Ltd 2,120 

Tessera Technologies, Inc. 2,019 

その他 1,074 

合計 226,573 

前期末残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

─────── 
(B) 

────── 
365 

542,438 595,440 911,305 226,573 80.1 236 

区分 金額（千円）

受託製造量産品 9,993 

合計 9,993 

区分 金額（千円）

ベース材 4,562 

絶縁材 694 

粗化処理剤 538 

銅箔 471 

コア材 352 

その他 2,710 

合計 9,330 



ヘ．仕掛品 

  

ト．貯蔵品 

  

チ．関係会社株式 

  

ｂ．負債の部 

イ．支払手形 

(イ) 相手先別内訳 

  

(ロ) 期日別内訳 

区分 金額（千円）

受託製造量産品 8,052 

受託製造試作品 2,479 

設計マスク 197 

合計 10,728 

区分 金額（千円）

収入印紙・切手等 178 

Ａ重油 81 

合計 260 

相手先 金額（千円）

NMBG (H.K.) Limited 262,273 

合計 262,273 

相手先 金額（千円）

丸紅メタル株式会社 7,682 

松村石油株式会社 2,468 

株式会社イイダ 2,375 

株式会社イトー 2,036 

株式会社角田ブラシ製作所 1,700 

日本ワコン株式会社 1,662 

その他 13,645 

合計 31,571 

期日別 金額（千円）

平成17年10月 10,333 

〃 11月 7,739 

〃 12月 10,429 

平成18年１月 3,070 

合計 31,571 



ロ．設備支払手形 

(イ) 相手先別内訳 

  

(ロ) 期日別内訳 

  

ハ．買掛金 

  

(3）【その他】 

 当社は、平成17年11月15日以降の東京証券取引所マザーズ市場からの株式上場廃止に伴い、平成17年９月30日現在、当社

株式を所有する株主より、株価下落による損害について、平成17年12月６日、損害賠償請求訴訟（請求額5,435千円）を提起

されております。 

  

相手先 金額（千円）

クレハ電機株式会社 4,293 

合計 4,293 

期日別 金額（千円）

平成17年11月 4,293 

合計 4,293 

相手先 金額（千円）

宇部興産株式会社 900 

株式会社丸和製作所 451 

日本マクダーミッド株式会社 268 

株式会社渕上ミクロ 237 

岡畑産業株式会社 167 

東鉱商事株式会社 149 

その他 557 

合計 2,732 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注) （算式） １株当たりの買取単価に端株の数を乗じた金額のうち次の金額区分ごとに算出した金額の合計金額とする。 

ただし、１株当たりの算定金額が2,500円に満たない場合は2,500円とし、5,000万円超の場合は272,500円とする。 

決算期 ９月30日 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 １株券、５株券、10株券、100株券

中間配当基準日 ３月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 
以下の算式により、１株当たりの金額を算定し、これを買い取った端株
の数で按分した金額  （注） 

公告掲載新聞名 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

  100万円以下の金額につき 1.150％   

  100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％   

  500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％   

  1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％   

  3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％   

  （円未満の端数を生じた場合は切り捨てる）     



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１) 有価証券届出書（新株予約権付社債の発行）及びその添付書類 

平成16年12月15日関東財務局長に提出。 

(２) 有価証券届出書（新株予約権付社債の発行）の訂正届出書 

平成16年12月27日関東財務局長に提出。 

平成16年12月15日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(３) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第14期）（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日） 

平成16年12月27日関東財務局長に提出。 

(４) 半期報告書 

（第15期中）（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

(５）臨時報告書 

平成17年９月22日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象)に基づく臨時報告

書であります。 

(６）半期報告書の訂正報告書 

平成17年10月11日関東財務局長に提出。 

平成16年６月29日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

(７）有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年10月11日関東財務局長に提出。 

平成16年12月27日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(８）半期報告書の訂正報告書 

平成17年10月11日関東財務局長に提出。 

平成17年６月29日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

(９）有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年12月26日関東財務局長に提出。 

平成16年12月27日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(10）半期報告書の訂正報告書 

平成17年12月26日関東財務局長に提出。 

平成17年６月29日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１７年１０月５日

株式会社ノース     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 濱吉 廣務  印 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 若松 昭司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ノースの平成１５年１０月１日から平成１６年９月３０日までの第１４期事業年度の訂正報告書の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。 

記 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当期の決算を訂正した。当該訂正は、技術移転ライセンス契

約と同時に取締役会の承認を得ないまま取り交わされていた覚書が存在し、その事実が監査の過程で平成１７年９月

８日に判明したことに基づくものである。コンプライアンス及び企業の社会的責任が重視される状況下において、当

該事実は、会社の今後の事業に重大な影響を与えるため、将来の帰結が予測できない事象又は状況に該当する。よっ

て、継続企業を前提として作成されている上記の財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることはでき

ない。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、上記事項の財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、株式会社ノースの平成１６

年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示しているかどうかについての意見を表明しない。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１７年１２月２２日

株式会社ノース     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 濱吉 廣務  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 若松 昭司  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 森夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ノースの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第１５期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にある。 

 当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。 

記 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前事業年度において大幅な営業損失及び当期純損失を計上

し、当事業年度においても大幅な営業損失及び当期純損失を計上している。また、平成１７年１１月１５日に上場廃

止となったことにより、技術移転契約交渉の遅延、見直し等の影響が生じているほか、一部の金融機関からは、融資

の期限前返済を求められ一括返済を行っている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。会社は当該状況を解消すべく、中期経営計画を策定し、現在、複数の企業と業務及び資金調達に関する交渉を行

っている。現時点において交渉の帰趨は予測し得ず、中期経営計画の合理性を確かめることができない状況にある。

このため、継続企業を前提として作成されている上記の財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得ること

ができなかった。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、上記事項の財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、株式会社ノースの平成１７

年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示しているかどうかについての意見を表明しない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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